
 

 

 

 

 

 

 

東洋町 国土強靭化地域計画 
 

～ 強く、しなやかな東洋町を目指して ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年３月 

 

東 洋 町 

 

 

 

 



 



 

 

目 次 

第１章 国土強靭化について .................................................................................................................................................................. 1 

1-1 計画策定の趣旨 ............................................................................................................................................................................ 1 

1-2 計画の位置付け ............................................................................................................................................................................ 2 

1-3 国土強靭化地域計画と地域防災計画 ............................................................................................................................. 2 

1-4 計画の期間 ....................................................................................................................................................................................... 3 

1-5 基本目標 ............................................................................................................................................................................................ 3 

1-6 事前に備えるべき目標 ............................................................................................................................................................ 4 

第２章 本町の概要と対象とする災害 ............................................................................................................................................. 5 

2-1 本町の概要 ....................................................................................................................................................................................... 5 

2-2 本計画の対象とするリスク .................................................................................................................................................. 7 

第３章 脆弱性評価 ................................................................................................................................................................................... 13 

3-1 脆弱性評価の考え方 .............................................................................................................................................................. 13 

3-2 評価の実施手順 ........................................................................................................................................................................ 13 

3-3 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）の設定 .......................................................................... 14 

3-4 脆弱性評価の実施と結果 ................................................................................................................................................... 15 

第４章 推進事業（アクションプラン） .................................................................................................................................... 30 

4-1 推進事業（アクションプラン）の設定 .................................................................................................................... 30 

4-2 推進方針と主要な施策・事業の設定 ......................................................................................................................... 30 

4-３ アクションプランの指標となる目標値の設定 ................................................................................................... 30 

第５章 施策の重点化 .............................................................................................................................................................................. 54 

5-1 施策の重点化 ............................................................................................................................................................................. 54 

第６章 計画の推進 ................................................................................................................................................................................... 56 

6-1 推進体制 ........................................................................................................................................................................................ 56 

6-2 計画の進捗管理 ........................................................................................................................................................................ 56 

 



 

 

 



第１章 国土強靭化について 

1 

第１章 国土強靭化について 

1-1 計画策定の趣旨 

 日本は、平成23年に発生した東日本大震災の経験を通じ、不測の事態に対する我が国の社会経済

システムの脆弱さが明らかとなり、今後想定される首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模自然災

害への備えが国家的な重要課題として認知されることとなりました。 

こうしたなか国においては、平成25年12月に、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防

災・減災等に資する国土強靱化基本法」（以下「基本法」という。）が施行され、平成26年６月には、

基本法に基づく「国土強靱化基本計画」（以下「基本計画」という。）が閣議決定されました。 

高知県においては、南海トラフ地震で多くの尊い命が奪われ、莫大な経済的・社会的損失を被り、

生活を立ち上げられないという最悪の事態は回避しなければならず、東日本大震災や熊本地震を教訓

としてさまざまな対策を進めており、「命を守る」対策のさらなる徹底、「命をつなぐ」対策の幅広い

展開、「生活を立ち上げる」対策の推進に取り組んでいます。そこで高知県強靱化計画では、南海トラ

フ地震をはじめとする大規模自然災害が発生しても県民の皆さまの命を守り、県土・経済社会の迅速

な復旧復興を遂げるため、これまでの取組を着実に推進するとともに、その歩みの加速化・深化を図

るため、令和２年６月に見直しを行いました。 

本町においても、度重なる浸水被害や台風や集中豪雨などによる風水害、発生確率の高いと言われ

る南海トラフ地震に対する備えが重要な課題となっています。 

以上の背景を踏まえ、本町における国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、

「東洋町国土強靱化地域計画」を策定します。 
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1-2 計画の位置付け 

本計画は、基本法第13 条に基づく国土強靱化地域計画として策定するものであり、国土強靱化に

関係する部分について地方公共団体における様々な分野の計画等の指針となるものと位置付けられて

います。このため、「東洋町まち・ひと・しごと創生総合戦略」や他の分野別計画と重点的・分野横断

的に推進する計画として、防災や産業、医療、エネルギー、まちづくり、交通等の国土強靱化に関連

する部分の施策と連携しながら、長期的な視点に立って一体的に推進するものです。 

 

図表1-1 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-3 国土強靭化地域計画と地域防災計画 

「国土強靭化地域計画」と「地域防災計画」は、災害への対策の計画という点で共通しますが、以下

のような違いがあります。 

「地域防災計画」は、基本的には、地震や洪水などのリスクを特定し、そのリスクに対する発生後の

対応を取りまとめるものです。よって、各災害に共通する対策編を設けつつ、地震災害対策編、津波

災害対策編などリスクごとに計画が立てられています。 

 一方「国土強靭化地域計画」は、リスクごとの対処をまとめるものではありません。それは、平時

から、①あらゆるリスクを見据えつつ、②どんな事が起ころうとも最悪の事に陥る事が避けられるよ

うな「強靭」な行政機能や地域社会、地域経済を事前（発生前）に作り上げていこうとするものです。 

※国土強靭化に関する事項は、本計画が本町の各計画の指針となる

調
和

役
割
分
担

連

携

国土強靭化基本計画 高知県強靭化計画調和

東洋町 国土強靭化地域計画

東洋町まち・ひと・しごと創生総合戦略

各種個別計画
（地域防災計画、公共施設等総合管理計画…等）

調
和
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図表1-2 強靭化と防災の違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-4 計画の期間 

東洋町国土強靭化地域計画の計画期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間とします。 

1-5 基本目標 

東洋町国土強靭化地域計画の基本目標は、国の基本計画や高知県強靭化地域計画を踏まえ、以下の

とおり設定します。 

 

どのような大規模事前災害が発生しようとも 

 

 

 

 

 

①人命の保護が最大限図られること 

②本町の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

③町民の財産及び公共施設に係る被害の最小化が図られること 

④本町の迅速な復旧・復興が図られること 

 

国土強靭化地域計画 地域防災計画

あらゆる大規模災害等に備えるため、 地震、津波などの「リスク」を特定し、
「事前防災・減災」と「迅速な復旧・復興」に そのリスクに対する対応を取りまとめたもの
資する施策をまちづくり政策や産業政策を含め
た総合的な取組としてまとめるもの

■建築物の耐震化対策

■社会資本ストックの老朽化対策

■港湾施設の機能強化

■etc・・・

社会経済

システム 災害予防

応急体制

整備

迅速な

復旧・復興

体制整備

応急

復旧

【国土強靭化地域計画】 【地域防災計画】

■風水害対策編

■地震・津波対策編

■事故災害編

発 災 前 発 災 後



第１章 国土強靭化について 

4 

1-6 事前に備えるべき目標 

 国の定めた事前に備えるべき目標を踏まえ、本町の事前に備えるべき目標として、以下の８つを設

定します。 

■国の定めた備えるべき目標            ■本町の備えるべき目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①人命の保護 

②救助・救急活動等の迅速な実施 

③行政機能の確保 

④情報・通信機能・情報サービスの確保 

⑤経済活動の機能不全の回避 

⑥ライフラインの確保 

⑦二次災害の抑制 

⑧迅速な復旧・復興 

①直接死を最大限防ぐ 

②救助・救急、医療活動が迅速に行われると

ともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 

③必要不可欠な行政機能は確保する 

④必要不可欠な情報通信機能・情報サービス

は確保する 

⑤経済活動を機能不全に陥らせない 

⑥ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネ

ットワーク等の被害を最小限に留めると

ともに、早期に復旧させる 

⑦制御不能な複合災害・二次災害を発生させ

ない 

⑧社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で

復興できる条件を整備する 
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第２章  本町の概要と対象とする災害 

2-1 本町の概要 

■位置 

本町は、高知県の最東端に位置し、北は徳島県海部郡海陽町、南は室戸市、西は安芸郡北川村に接

しています。東南側は太平洋に面し、室戸阿南海岸国定公園の美しい海岸風景が広がり、町域の大半

は四国山地となっています。東西10ｋｍ、南北14ｋｍ、総面積は74.02ｋ㎡におよび、太平洋を

一辺とした三角形をなしています。  

室戸岬を経由して高知市と徳島市とを結ぶ国道 55 号が海岸線を走り、高知市からは 110ｋｍで

あり車で３時間、徳島市からは 90ｋｍで２時間半の時間距離にあります。また、野根地区からは、

すれ違いができない狭あい区間が一部ある舗装道路であるが、北川村を経由して奈半利町まで国道

493 号が通じています。 

 

■地形 

本町の約９割は山地で、町内の最高峰の高谷東山は標高が915.5ｍあるが、町域の大半は標高200

～500ｍの低山帯です。しかし、急峻な四国山地が太平洋に鋭く落ち込み、地形は険しいです。 宅

地は、北部の甲浦港周辺と中部の野根平野に集中していますが、生見海岸周辺や、本町を貫く野根川

やその支流の別役川、押野川に沿った中山間地域にも、集落が点在しています。野根平野から以南の

通称「淀ヶ磯四里」は、室戸市入木まで約10ｋｍにわたって断崖が続き、人家はありません。 

 

■地区の状況 

東洋町は、東から甲浦地区、生見地区、野根地区に大別されます。 甲浦地区は、標高 30～50ｍ

の急峻な山を挟んで、東側が地方港湾甲浦港のある甲浦、西側が小池川・河内川が白浜海岸に注ぐ白

浜・小池・河内となっています。  

甲浦は、平安時代の「土佐日記」にも記述される天然の良港です。東股、西股の２つの入江に沿っ

て連なる 50ｍ前後の幅の低地に住宅が密集しており、域内の道路は狭く、海岸部の海抜は２ｍ程度

と町内で最も低いです。住宅地を囲む、標高 30ｍ前後の急峻な山々は、津波の際の避難高台の役割

を果たします。  

白浜・小池・河内は、河川や波の堆積作用と埋め立てによってできた標高２～３ｍの低地です。甲

浦小学校、甲浦中学校、阿佐海岸鉄道甲浦駅など主要な公共公益施設も立地しています。白浜は、海

岸と小池川に囲まれた中洲状になっており、災害時の避難路となる７つの橋の通行を確保することが

重要です。  

生見地区は、生見川、塩満川などの河川と波の堆積作用によってできた海抜４～６ｍの低地・丘陵
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地に住宅や農地、役場をはじめとする公共施設、海水浴やサーフィン等のための宿泊施設が立地して

います。  

野根地区は、野根平野と中山間地域に大別されます。野根平野は、野根海岸の８～10ｍの浜堤上に

位置する池相間・東町・浦に住宅が密集し、そこから内陸に入った中村・中島には圃場整備された農

地が広がり、野根小学校や野根中学校も立地しています。野根平野では、野根川河口付近から中村に

かけての海抜が４ｍ前後と最も低いです。中山間地域には、内田、別役、押野、つづら、名留川、大

斗、川口、真砂瀬などの集落があり、かつては林業等で栄えたが、現在は高齢化が著しく進んでいま

す。道路幅が狭く、う回路もないため災害時の孤立化も心配されています。 

 

■気象条件 

本町は、夏季に温暖多雨、冬季に乾燥という太平洋側式気候に属しています。 本町には、気象庁の

気象観測所がないため、近隣の観測所の平年値をみると、海陽町宍喰では、年平均気温は 16.5℃、

年間降水量は 3,062ｍｍ、室戸市室戸岬では、年平均気温は 16.7℃、年間降水量は 2,326ｍｍ、

室戸市佐喜浜では年間降水量は3,403ｍｍとなっています。なお、平年値は昭和56 年～平成22 年

（宍喰は平成20 年まで）の平均です。  

本町は、四国の山地帯が太平洋に突き出た半島部に位置することから、台風や梅雨前線などによる

豪雨がたびたび発生し、風水害の備えが重要な地域です。 

 

■人口 

本町の人口は、昭和３５年の８，１０２人を最高に平成２７年１０月には、２，５８４人へと減少

しました。高度経済成長期における関西方面への大幅な人口流出などの影響や出生率の低下により、

人口減少はさらに加速化してきています。 

図表2-1 総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東洋町まちひとしごと創生総合戦略 

人口（ 国勢調査）  

12,000 2,500 

10,000 
2,011 2,000 

1,842 1,818 1,778 1,798 1,792 1,776 
8,000     

8,102 
1,717 

1,639 1,565 

6,596 
1,461 1,500 

1,382 
6,000 4,197 5,812 

3,514 
5,214 4,943 4,708 

4,000 3,089 4,413 
1,000 

2,749 2,617 
4,068  

2,472 2,315 2,129 
3,744 

1,947 
3,386 
1,732 

2,000     
3,905 

2,947 
1,524 

3,082 

2,584 
1,314  

500 

2,723 2,465 2,326 2,236 2,098 1,939 1,797 1,654 1,423 1,270 
0 0 

昭和35年昭和40年昭和45年昭和50年昭和55年昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年平成17年平成22年平成27年 

(1960年) (1965年) (1970年) (1975年) (1980年) (1985年) 
男 

(1990年) (1995年) (2000年) (2005年) (2010年) (2015年) 
女 世帯数 
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2-2 本計画の対象とするリスク 

本町強靱化の対象となるリスクは、自然災害のみならず、大規模事故など幅広い事象が想定される

が、南海トラフ地震など、広域な範囲に甚大な被害をもたらす大規模自然災害を対象としていること

なども踏まえ、本計画においても大規模自然災害を対象とします。 

また、大規模自然災害の範囲については、基本目標に掲げる「人命の保護が最大限図られること」

という観点から、東洋町に甚大な被害をもたらすと想定される自然災害全般をリスクの対象とします。 

本計画で想定する主な自然災害リスクについて、過去の被害履歴、被害想定など災害事象ごとの概

略を以下に提示します。 

 

（１）被害履歴（地震・津波） 

本町を含む高知県沿岸は、過去に幾度も南海トラフ地震が発生しており、津波による被害も生じて

います。東海地震や東南海地震との連動型も多く、1707 年の潮岬沖を震央とする宝永地震は、東北

地方太平洋沖地震が発生するまで、記録に残る日本最大級の地震とされてきました。  

直近の昭和南海地震では、甲浦地区では津波による浸水で、野根地区では揺れによる家屋倒壊で、

甚大な被害が生じました。 

図表2-2 地震・津波の履歴 

地震名 西暦 規模 概要 

白鳳地震 684 年 Ｍ81/4 土佐で甚大な津波被害。「続日本記」に「土佐国の田

苑五十余万頃（五十万町）没して海となる」と記さ

れている 

仁和地震 887 年 Ｍ8.0～8.5 震源域は阿波・紀伊沖。津波も伴い、建築物の倒壊、

多くの死傷者を出した 

康和地震 1099 年 Ｍ8.0～8.3 南海地震と推定されている。土佐で田約1,000ha

が海に沈む津波。２年前に東海・東南海地震と推定

される永長地震 

正平地震 1361 年 Ｍ8 1/4～8.5 震源域は阿波・紀伊沖。津波で土佐にも被害 

慶長地震 1605 年 Ｍ7.9 東海・東南海・南海連動型地震。大津波で、房総半

島から土佐にかけて被害甚大。宍喰から室戸岬にか

けての死者数千人 

宝永地震 1707 年 Ｍ8.6 南海トラフのほぼ全域にわたってプレート間の断

層破壊が発生。震央は潮岬沖。10 回余りの大津波

が寄せ、高知県沿岸の津波は５～26ｍ 
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安政南海地

震 

1854 年 Ｍ8.4 東海・東南海・南海連動型地震。震源は阿波・紀伊

沖。約32 時間前に浜名湖沖を震央とする安政東海

地震が発生。津波は宍喰で５～６ｍ、室戸3.3ｍ 

昭和南海地

震 

1946 年 Ｍ8.0 震源域は潮岬沖。高知県全体で死者・行方不明者

679 人、家屋流失500 棟以上。甲浦は津波で軒先

近くまで浸水し、１ｍ沈下。野根は津波の被害はな

かったものの、揺れによる家屋の倒壊が著しく、

939 戸のうち、全壊96 戸、半壊435 戸 

チリ地震 1960 年 Ｍ9.5 太平洋岸の広い地域に１～４ｍの津波。甲浦で 52

ｃｍの津波。全国で死者・行方不明者 142 人。県

内は負傷者１人、全壊７棟 

東北地方太

平洋沖地震 

2011 年 Ｍ9.0 震源は三陸沖。死者・関連死あわせて２万人以上。

高知県の津波は須崎港湾奥の桜川で 278ｃｍ、室

戸で73ｃｍ 

資料：地震調査研究推進本部「高知県に被害を及ぼした主な地震」、高知県地方気象台「高知県に影響する地震津波について」 

 

（２）被害履歴（風水害・土砂災害等） 

本町は、台風の通り道にあたり、暴風や高波、豪雨による災害がこれまでにも多く発生しています。

近年では、平成15 年に国道55 号が土石流で通行止めとなったほか、平成11 年には甲浦港でフェ

リーが座礁しています。 また、室戸市菜生海岸では、平成16 年に菜生で防潮堤破壊により、３人が

死亡しているほか、平成23 年には北川村平鍋で大規模な土砂災害が発生しています。 

図表2-３ 風水害・土砂災害の履歴 

西暦 年号 概要 

1934 昭和９年  ９月室戸台風。室戸岬に上陸。上陸時の中心気圧が911.6hPa でわが国で

は観測史上３位。甲浦港海岸で高潮被害。近畿地方を中心に被害甚大で、死

者2,702 人、行方不明334 人。床上・床下浸水40 万棟以上 

1945 昭和20 年  ９月枕崎台風。室戸台風、伊勢湾台風と並ぶ昭和三大台風。全国で死者

2,473 人、行方不明者1,283 人、住家損壊89,839 棟、床上・床下浸水

273,888 棟 

1959 昭和34 年  ９月伊勢湾台風。室戸台風、枕崎台風と並ぶ昭和三大台風。野根海岸で湛水

面積100ｈａ、72 戸が流失または全壊。災害救助法適用 

1961 昭和36 年  ６月集中豪雨。宍喰で６日間の総雨量が1,089ｍｍを記録、平地では日本

最大のもの。野根では日降水量460ｍｍ 

1961 昭和36 年  ９月第２室戸台風。室戸岬で観測史上２位の最大瞬間風速84.5ｍ。甲浦港

海岸で高潮被害。近畿地方を中心に被害甚大で、全国で死者194 人、行方
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不明者８人、床上・床下浸水36 万棟以上 

1963 昭和38 年  ４月集中豪雨。鴨田橋流失。淀ケ磯の国道土砂崩れ多く、オチズで通行止め 

1965 昭和40 年  ９月台風 23 号。室戸岬で台風として日本の観測史上最も強い最大風速

69.8ｍ、史上５位の最大瞬間風速 77.1ｍ。室戸市と東洋町に災害救助法

適用 

1966 昭和41 年  ５月集中豪雨。３日間の雨量は佐喜浜908ｍｍ、野根607ｍｍ 

1970 昭和45 年  ８月土佐湾台風。高知県全体で死者・行方不明者13 人、全半壊4,439 棟、

床上・床下浸水 40,293 棟。甲浦沿岸で最高潮位 145ｃｍ、佐喜浜沿岸

で188ｃｍ 

1975 昭和50 年  11 月野根東の町で藤田スケール「Ｆ１」の竜巻が発生。住家に大きな被害 

1987 昭和62 年  ８月落雷でサーファー６人死亡、６人負傷 

1989 平成元年  ８月台風17 号。佐喜浜で7.13ｍの高潮・高波 

1994 平成６年  ９月台風26 号。佐喜浜で6.61ｍの高潮・高波。野根海岸で離岸堤１基被

災 

1997 平成９年  ７月台風９号。佐喜浜で8.73ｍの高潮・高波。野根海岸で越波、家屋破損

等に被害 

1998 平成10 年  ５月集中豪雨。押野川など中小の川が氾濫し激甚災害指定（同年９月の高知

豪雨とは異なる） 

1999 平成11 年  ７月「フェリーむろと」が甲浦港に入港しようとした際に、台風８号の強風

にあおられて防波堤に接触後、浅瀬に乗り上げて座礁 

2001 平成13 年  ８月台風11 号。佐喜浜で6.76ｍの高潮・高波。野根海岸で広範囲で越波

被害 

2003 平成15 年  ８月台風10 号。強風により屋根が破損。住宅半壊２棟。行方不明１人 

2003 平成15 年  11 月豪雨災害。24 時間最大雨量632ｍｍ、時間最大雨量117ｍｍによ

って国道55 号の野根中の谷から佐喜浜町入木字猪崎間で土石流 

2004 平成16 年  ６月台風４号。東洋町字チャエンの国道55 号の山側斜面から落石 

2004 平成16 年  10 月台風23 号。土佐清水市に上陸。室戸市菜生で防潮堤破壊により、公

営住宅が越波で半壊し３人死亡、半壊11 戸、床下浸水26 戸 

2006 平成18 年  ４月大雨。谷川の越流による被害。床下浸水が名留川と浦で各１棟 

2008 平成20 年  ６月大雨。野根地区で床下浸水１棟 

2011 平成23 年  ９月台風 12 号。町内でも強風により屋根の一部が損壊する等、住家一部

損壊。北川村平鍋で大規模な土砂災害 

 

 

 



第２章 本町の概要と対象とする災害 

10 

（３）被害想定 

高知県の想定によると、「最大クラスの地震・津波」（Ｌ２）の場合、東洋町での最大の死者は1,060

人強（うち、津波による死者が1,000 人）、負傷者数が320 人強、町外からの流入者を含む１日後

の避難者数は2,600 人に上ると推計されています。  

これらは、その数の多さもさることながら、こうした未曽有の地震・津波発生時には、高知県沿岸

の他市町村も広域にわたって被災し、国道も寸断され、応援を簡単には得られない状況であることを

想定しておく必要があります。  

一方、「発生頻度の高い一定程度の地震・津波」（Ｌ１）の場合は、東洋町での津波による死者は350

人、町外からの流入者を含む１日後の避難者数は 1,800 人と推計されています。 なお、「最大クラ

スの地震・津波」（Ｌ２）の場合、10 分後に全員が避難を開始する啓発や、避難路・防災避難タワー

の整備などの防災・減災対策を講じた後の想定として、東洋町での死者は 260 人強、町外からの流

入者を含む１日後の避難者数が2,100 人と推計されています。 

■１ 地震・津波の規模  

地震・津波の規模は、「発生頻度の高い一定程度の地震・津波」（Ｌ１）と「最大クラスの地震・津

波」（Ｌ２）を想定します。 

クラス 規模 内容 

Ｌ１ 発生頻度の高い  

一定程度の地震・津波  

・平成 15 年度に県が公表した地震・津波予測（安政南海

地震クラス）を最新の地形や地盤データにより再度推計し

たもの 

Ｌ２ 最大クラスの地震・津波  ・現時点の最新の科学的知見に基づく発生しうる最大クラ

スの地震・津波 

・現在の科学的知見では、発生時期を予測することはできな

いが、その発生頻度は極めて低いもの 

■２震度 

内閣府の南海トラフ巨大地震のモデルの検討においては、震源を点ではなく、静岡県から宮崎県に

またがる12 の「強震動生成域」（強い地震波を発生させる領域）で考えており、本町に大きな影響を

与える「強震動生成域」は、高知県には、土佐湾の東部と西部に２つあります。また、その周辺では、

紀伊水道や潮岬沖にあります。内閣府では、この12 の「強震動生成域」すべてについて、基本ケー

ス以外に、東側や西側、陸側にずらした、あわせて48 ケースで揺れをシミュレーションしています。 

本町が最も強い揺れに見舞われるケースは、土佐湾東部の「強震動生成域」がさらに東側にずれた

「東側ケース」で、東洋町では平地で震度７、山間部で震度６強となります。 

これにさらに詳細な地形的要素を加えた高知県の想定では、野根地区で震度７、甲浦地区で震度６

強となっています。 
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図表2-4 国の震度の想定のうち、東洋町で最も震度が大きくなるケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会第二次報告」（平成24年８月29日） 

■３ 津波  

津波については、内閣府の南海トラフ巨大地震のモデルの検討においては、「大すべり域＋超大すべ

り域」の設定場所によってケース①～⑤の５つの基本ケースが考えられ、さらに派生的な６ケースを

あわせて11 のケースが検討されました。 

東洋町においては、四国沖に大すべり域＋超大すべり域を設定するケース④が、津波の高さが最大

かつ到達時間も最短となります。 

高知県の検討では、国の11 ケースのうち、ケース③、④、⑤、⑨、⑩、⑪の６ケースが採用され、

「強震動生成域」と組み合わせて市町村ごとに検討を行い、東洋町は国のモデルの場合と同じく、ケ

ース④で津波の高さが最大かつ到達時間も最短となりました。 
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図表2-５ 国のモデルによる、東洋町に最大の被害が及ぶ津波ケース（ケース④） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会第二次報告」（平成24年８月29日） 

高知県の想定によると、「最大クラスの地震・津波」（Ｌ２）において、浸水深30 ㎝の津波は、

東洋町の海岸に５～10 分後に到達し、30～40 分後には、甲浦地区、生見地区の平野部全体と、

野根地区の内陸２ｋｍ程度までの平野部が浸水します。  

また、最大浸水深は、甲浦地区、生見地区で５～15ｍ、野根地区で１～５ｍに達します。 
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第３章  脆弱性評価 

3-1 脆弱性評価の考え方 

大規模自然災害等に対する脆弱性を分析・評価すること（以下、「脆弱性評価」という。）は、国

土強靱化に関する施策を策定し、効果的、効率的に推進していく上で必要不可欠なプロセスであり（基

本法第９条第５項）、国の基本計画や高知県強靱化計画においても、脆弱性評価の結果を踏まえた施

策の推進方策が示されています。 

本町においても、東洋町強靱化に関する施策の推進に必要な事項を明らかにするため、国が実施し

た評価手法や「国土強靱化地域計画策定ガイドライン」等を参考に、以下の枠組みにより脆弱性評価

を実施します。 

 

図表3-1 脆弱性評価を通じた施策検討の流れ 

 

 

 

 

 

3-2 評価の実施手順 

 「起きてはならない最悪の事態」ごとに、関連する現行の施策の推進状況や課題等を整理し、事態

の回避に向けた現行施策の対応力について、分析・評価を実施します。 

主要な施策や既存事業を整理するため、リスクシナリオを縦軸に、施策分野を横軸に配置したマト

リクス表を作成し、最悪の事態を回避するための既存の施策・事業の整理を行います。 

次に、マトリクス表に整理した既存の施策・事業を踏まえながら、「どのようなことが起ころうとも、

最悪の事態に陥ることはないか」という観点から、不足している施策を確認し、課題を抽出する脆弱

性評価を行います。 

  

【脆弱性評価】

※マトリクス表使用

リスクシナリオ
「起きてはならない最

悪の事態」の設定

推進事業（アクションプ
ラン）の設定

主要な施策・事業の設定

事態回避に向けた
現行施策の対応力に
ついて分析・評価
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3-3 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）の設定 

 国や高知県の強靭化計画で設定されている「事前に備えるべき目標」および「起きてはならない最

悪の事態」をもとに、本町の地域特性を踏まえて施策の重複などを勘案し、事前に備えるべき目標の

妨げとなる「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」を以下のように設定しました。 

図表3-2 事前に備えるべき目標とリスクシナリオ 

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

①人命の保護 

1-1 建物倒壊等による多数の死傷者、自力脱出困難者が発生する事態 

1-2 大規模津波による多数の死者・行方不明者が発生する事態 

1-3 長期的な町中心部の浸水が発生する事態 

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者が発生する事態 

②救助・救急活動等の迅

速な実施 

2-1 
食料・飲料水等、生命に関わる物資供給が長期にわたり停止する

事態 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等が同時に発生する事態 

2-3 
警察・消防等の被災による救助・救急活動等の資源が絶対的に不

足する事態 

2-4 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エ

ネルギー供給の途絶による医療機能が麻痺する事態 

2-5 被災地における疫病・感染症等が大規模に発生する事態 

2-6 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健

康状態が悪化する事態 

③行政機能の確保 3-1 行政機関の職員・施設等の被災による機能が大幅に低下する事態 

④情報・通信機能・情報

サービスの確保 
4-1 情報通信の長期停止により災害情報が伝達できない事態 

⑤経済活動の機能不全

を回避 

5-1 
事業活動が再開できないことによる雇用状況の悪化や経済が停滞

する事態 

5-2 基幹的交通ネットワーク（国道・県道・町道等）の機能停止 

5-3 
金融サービス等の機能停止による町民生活への甚大な影響が発生

する事態 
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事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

5-4 食料等の安定供給が停滞する事態 

⑥ライフラインの確保 

6-1 電気、石油、ガスの供給が停止する事態 

6-2 上水道、汚水処理施設等の供給が長期間にわたり停止する事態 

6-3 地域交通ネットワークが分断する事態 

⑦二次災害の抑制 

7-1 地震火災、浸水火災による市街地の延焼が拡大する事態 

7-2 
ため池等の損壊・機能不全及び周辺河川の増水等による二次災害

が発生する事態 

⑧迅速な復旧・復興 

8-1 復興指針や土地利用方針が決まらず復興が大幅に遅れる事態 

8-2 災害廃棄物の処理の停滞により、復旧・復興が大幅に遅れる事態 

8-3 
生活環境が整わないことにより生活を再建することができない事

態 

8-4 文化財等が損失する事態 

 

3-4 脆弱性評価の実施と結果 

 脆弱性評価は、大規模自然災害に対して、本町のどのような箇所に脆弱性（地域の弱点）があり、

その脆弱性を克服するために何が必要かを抽出することです。前項で定めた「起きてはならない最悪

の事態（リスクシナリオ）」を回避するために、現状ではどこに問題があり、どのような取組が必要か

について、次のポイントを考慮して分析・評価を行いました。 

■脆弱性評価を実施する上でのポイント 

 

  

・起きてはならない最悪の事態を回避するために何が必要か 

・ハード整備とソフト整備を適切に組み合わせているか 

・自助、共助、公助を適切に組み合わせているか 

・代替性やバックアップ体制が確保できているか など 
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図表3-3 リスクシナリオごとの脆弱性評価の結果 

事前に備えるべき目標 ①人命の保護 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

1-1 

建物倒壊等による多数

の死傷者、自力脱出困

難者が発生する事態 

■耐震性の低い住宅や事業所等が倒壊する 

・住宅・建築物の倒壊による死傷者の発生、避難路の閉塞、火災

等の被害を防ぐためには耐震化が必要である。住宅の耐震化に

ついては、耐震化の必要性や支援制度の周知、所有者負担の軽

減等を図り、対策を着実に推進する必要がある。【総務課】 

・災害発生時に重要な機能を担う庁舎や医療施設等については、

機能を喪失することを防ぐため耐震化を着実に推進する必要が

ある。 

・社会福祉施設（隣保館等）の利用者や職員を地震による建物倒

壊から守るため、耐震化を推進する必要がある【住民課】 

・子供や職員を建物倒壊から守るため、学校等の施設の耐震化を

着実に推進する必要がある。【教育委員会】 

・地震発生後の 2 次災害を防止するため、建築物や宅地等が余震

に対して安全であるのかを確認する危険度判定の体制が必要で

ある。【総務課・産業建設課】 

■家具類の転倒や非構造部材の落下等が発生する 

・家庭や事業所における室内の安全確保のため、家具の固定等に

ついて啓発や安全対策が必要である。【総務課】 

・児童や生徒、乳幼児が同時に被災することを防ぐため、学校等

の非構造部材（天井材、照明など）の耐震対策や室内の防災対

策を着実に推進する必要がある。【教育委員会】 

■ブロック塀等の倒壊により住民が死傷する 

・ブロック塀や老朽住宅の倒壊は、地域住民の被害や避難行動や

消火、救助活動の妨げにも繋がるため、啓発や支援制度を設け

るなどの対策を推進する必要がある。 

1-2 

大規模津波による多数

の死者・行方不明者の

発生する事態 

■堤防や水門等のインフラが機能しない 

・防波堤、河川・海岸堤防や水門等の地震・津波対策については、

発生頻度の高い津波に対しては浸水を防ぎ、最大クラスの津波

においても避難時間を確保するため、対策を着実に推進する必

要がある。【総務課・産業建設課】 

・陸こうについては、避難時間を確保するとともに、閉めに行っ

た者が津波に巻き込まれることを防ぐため、常時閉鎖を推進す

るとともに、大きな陸こうについては、開口部閉鎖に係る作業

量を低減するための動力化する必要がある。【総務課・産業建設

課】 

■津波到達までに逃げきれない 

・地震発生時に速やかに避難行動がとれるよう、津波からの早期

避難の意識を持つように啓発を行う必要がある。【総務課】 

・地震発生時に速やかに避難行動がとれるようにしておくには、

津波避難計画の見直しや避難方法の周知、避難訓練の実施など

が必要である。【総務課】 
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事前に備えるべき目標 ①人命の保護 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

・津波から安全に避難できるように避難路や避難場所等の確保を

進めるとともに、避難路・避難場所の安全対策が必要である。

【総務課】 

・河川や漁港、港湾、海岸における津波や、豪雨、台風等による漂

流物がもたらす被害を軽減するためは、漂流物対策を推進する

必要がある。【産業建設課】 

・発災時に的確な避難行動ができるためには、啓発の実施や訓練

の参加率向上、訓練内容の充実が必要である。【総務課】 

・避難路の安全性を確保するためには、現地での安全点検に基づ

き、避難路を塞ぐおそれのある住宅の耐震化やブロック塀の安

全対策などを着実に推進する必要がある。【総務課】 

・来庁者や職員の安全確保と防災拠点となる庁舎を確保するた

め、必要に応じて高台への移転等が必要である。 

■避難行動を取れない要配慮者が津波に飲み込まれる 

・要配慮者の確実な避難に繋げるためには、「避難行動要支援者名

簿」を活用した個別計画の策定や避難訓練の実施など、実効性

のある避難支援体制の構築を推進する必要がある。【住民課】 

・自らの力で避難できない方が津波に飲み込まれることを防ぐた

めには、要配慮者施設などの高台移転等を推進する必要がある。 

■避難場所での滞在中に命を落とす 

・避難場所で滞在中に負傷者などが命を落とすことを防ぐために

は、避難場所への資機材整備や通信手段の確保を推進する必要

がある。【総務課】 

■南海トラフ地震臨時情報の発表を活かすことができない 

・臨時情報が発表された場合に、その情報を生かし、減災につな

げるように、取組を推進する必要がある。【総務課】 

■防災に取り組む意識が低い 

・自らが自然災害に備える意識を持ち、事前の取り組みを進める

風土としていくためには、啓発や防災教育などの取組を充実し、

防災意識の向上を推進する必要がある。【総務課】 

・防災に強い地域づくりを図るためには、防災人材の育成や自主

防災組織などの活性化を推進する必要がある。【総務課】 

1-3 
長期的な町中心部の浸

水が発生する事態 

■長期浸水域に取り残された多数の要救助者が生き残れない 

・長期浸水が予測される地域では、避難できる人は水平避難する

ように啓発が必要である。【総務課】 

・長期浸水が予測される地域では、避難場所を確保するため、避

難ビル等の新規指定及び滞在可能な施設の整備が必要である。

【総務課】 

・浸水域に多くの住民が取り残されるおそれがあるため、家庭や

事業所での備蓄を啓発するとともに、避難場所への必要な資機

材の整備を推進する必要がある。【総務課】 

・長期浸水が予測される地域では、要配慮者を無理に避難させる

方が危険なので、医療施設や社会福祉施設に滞在し治療や生活

を継続しながら救助を待つ必要があるため、滞在に必要な水・
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事前に備えるべき目標 ①人命の保護 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

食料や資材等の整備が必要である。【総務課・住民課】 

■救助活動に時間を要する 

・長期浸水域内の要救助者の救出するためには、救出方法や避難

所までの搬送方法などのオペレーションを検討し、その結果に

基づいた訓練の実施により、実効性を高めていく必要がある。 

・長期浸水域内の要救助者の救出するために、救出に必要な資機

材の整備が必要である。 

■救出後の被災者の受け入れ先がない 

・長期浸水地域から救出した多くの被災者を受け入れ先について

検討する必要がある。 

■長期浸水により応急活動や復旧・復興が大幅に遅れる 

・短時間で長期浸水を解消し、早期の復興につなげるためには、

現在進めている堤防の耐震化や排水機場の耐震・耐水化を引き

続き着実に推進するとともに、迅速に応急工事が実施できる体

制の構築を関係機関が連携して進める必要がある。 

1-4 

大規模な土砂災害等に

よる多数の死傷者が発

生する事態 

■住宅等が崩壊土砂に飲み込まれる 

・土砂災害の危険性を住民が認識し、確実な避難に繋げるために

は、土砂災害警戒区域等について、ハザードマップなどを活用

し住民への周知を継続する必要がある。【総務課・産業建設課】 

・土砂災害の危険性を住民が認識し、確実な避難に繋げるために

は、国・県・町が連携し、情報伝達等の訓練や、住民への啓発や

防災訓練による地域の避難体制づくりが必要である。 

・地震などによる土砂災害を未然に防ぐために、砂防や急傾斜施

設などハード整備が必要である。【産業建設課】 

・土砂災害による人的被害を防ぐため、土砂災害特別警戒区域内

の住宅の移転や外壁の補強などが必要である。 

・山地災害や地すべりを防止するためには、治山事業や国土保全

機能などの森林が有する多面的機能を高めるための林道を含む

森林整備事業による防災・減災対策が必要である。【産業建設課】 

・農地の保全及び農村地域の住民の暮らしの安全を確保するため

には、農村災害対策及び地すべり対策等が必要である。【産業建

設課】 

・山野の植生がシカの食害を受けることによって地表が露出し、

土砂災害の要因となることを防ぐため、シカの捕獲が必要であ

る。【産業建設課】 

■河川からの氾濫により住宅や避難所等が浸水する 

・大規模水害に備え、河川堤防や水門・樋門等の治水施設を整備

する必要がある。【産業建設課】 

・河川堤防や水門・樋門等の河川管理施設については、定期点検

やパトロール等を通じ、適切に維持管理を行うとともに、省力

化・高度化に努めるなど、長寿命化対策が必要である。 

・大規模水害時における避難を円滑かつ迅速に行うため、洪水浸

水想定区域図等の作成・公表を進めるとともに、水防団や防災

関係機関と連携して水防演習を実施するなど、地域の防災力の
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事前に備えるべき目標 ①人命の保護 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

向上が必要である。 

・近年の大規模水害を踏まえ、県民等に対し、迅速かつ的確に水

防情報（洪水時の水位情報など）を提供する体制を整備する必

要がある。 

 

事前に備えるべき目標 ②救助・救急活動等の迅速な実施 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

2-1 

食料・飲料水等、生命に

関わる物資の供給が長

期にわたり停止する事

態 

■備蓄や事前対策が不十分で燃料や食料・飲料水等が枯渇する 

・家庭、事業所及び行政がそれぞれの役割に基づいて、水・食料

等の備蓄を着実に推進する必要がある。【総務課】 

・災害時の生活用水の水源を確保する必要がある。【総務課・産業

建設課】 

・水道施設の耐震化、老朽化対策を着実に推進するとともに、応

急給水活動を速やかに実施できる体制や水供給体制の早期復旧

の体制の整備が必要である。【産業建設課】 

・ライフライン（水道、電気、ガス、通信）を早期に復旧するため

には、事業者の対応拠点や燃料等の資源の確保が課題となって

おり、これらの対応策について検討を進め、その結果に基づい

てライフライン事業者と地方自治体で連携した取組が必要であ

る。 

■支援物資が届かない 

・大規模災害時においても物資輸送ルートを確実に確保するため

には、陸・海の輸送基盤の地震・津波や土砂災害対策、台風等の

波浪対策、四国８の字ネットワークのミッシングリンクの早期

解消や国道、県道、町道の整備及び港湾・漁港の耐震強化岸壁

の整備が必要である。【産業建設課】 

・県外から避難所までの迅速かつ円滑な物資供給を実現するため

には、物資配送計画の策定・見直しや、物資調達・輸送調整等支

援システム運用の習熟が必要である。 

・東洋町防災拠点施設を核とした物資調達・供給を円滑に実施す

るためには、関係機関が連携した仕分け、輸送訓練を実施し、

実効性を高める必要がある。 

・防災拠点等へ至るルートの啓開を早期に完了することができる

よう、道路啓開計画の適宜見直しを行うとともに、訓練を積み

重ね実効性を高める必要がある。【総務課・産業建設課】 

・緊急輸送道路の通行を確保するため、住環境整備事業等の活用

により、沿道にある建築物を耐震化する必要がある。 

・物資配送等に必要な車両の燃料確保のため、燃料の備蓄が必要

である。【総務課】 

・大規模災害時の燃料不足に備えて、車両への燃料備蓄を官民協

働で行う必要がある。【総務課】 
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事前に備えるべき目標 ②救助・救急活動等の迅速な実施 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

2-2 

多数かつ長期にわたる

孤立集落が同時に発生

する事態 

■孤立集落の被害状況を把握できない 

・集落との通信手段を確保するためには、衛星携帯電話の配置な

どの非常時連絡体制の確保が必要である。【総務課】 

■孤立状態が短期間で解消できない 

・集落が孤立した場合に要救助者の救出、支援物資の搬入を行う

ためには、緊急用ヘリコプター離着陸場の確保が必要である。

【総務課】 

・集落が孤立するリスクを軽減するためには、橋梁の耐震化や道

路法面の防災対策、道路施設の機能を将来にわたって効率的に

維持する老朽化対策が必要である。【産業建設課】 

・建築物やブロック塀、老朽住宅等の倒壊により、避難路や緊急

輸送道路等が閉塞されるのを防ぐ必要がある。【総務課・住民課】 

■孤立状態が長期に及び生活できなくなる 

・孤立状態が長期に及ぶ場合に、命をつなぐことができるように

飲料水、食料、燃料の確保対策が必要である。 

2-3 

警察・消防等の被災に

よる救助・救急活動等

の資源が絶対的に不足

する事態 

■応急活動を担う機関が機能を喪失する 

・行政機能が喪失するリスクを軽減するためには、庁舎の耐震化、

建て替え、津波浸水予測区域外への移転、非常用電源の高層階

設置、資機材の整備、食料等の確保などが必要である。 

・防災拠点等の施設の被災を軽減するため、施設や非構造部材の

耐震化、建て替え、設備等を含めた老朽化対策が必要である。 

・訓練の実施により業務継続計画の内容を見直し、実効性を高め

る必要がある。また、訓練等において明らかとなった課題解決

に向けた対策を進める必要がある。 

・大規模災害発生時に消火、救助、救急活動等を円滑に行うため、

車両や資機材、施設等を整備する必要がある。【総務課】 

■応急活動を効率的に展開できない 

・発災時の情報収集や救助救出のためには、ヘリコプターが円滑

に活動できるように体制整備が必要である。 

・大規模災害発生時は、他県からの応援部隊を受け入れることが

必須となるため、防災拠点等における関係機関と連携した訓練

を実施し、受援態勢の構築や実効性の向上が必要である。 

【総務課】 

・県外からの応急救助機関、医療救護チームや支援物資等を円滑

に受け入れ、被災地支援を速やかに行うため、防災拠点等や

SCU に必要な資機材整備が必要である。 

■応急活動を行う人員・資源が不足する 

・消防団の体制強化のためには、消防団員の確保や団員の活動時

の安全装備の充実が必要である。【総務課】 

・消防団員が避難行動の支援や救助活動を行う際の安全を確保す

るためには、消防団の資機材整備が必要である。【総務課】 

・応急活動時における燃料を確保するためには、災害対応型 SS 

の整備や消防機関等への給油施設の整備が必要である。 

・他県からの応援部隊の進出拠点を確保するためには、応急期機
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事前に備えるべき目標 ②救助・救急活動等の迅速な実施 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

能配置計画の見直しが必要である。【総務課】 

2-4 

医療施設及び関係者の

絶対的不足・被災、支援

ルートの途絶、エネル

ギー供給の途絶による

医療機能が麻痺する事

態 

■医療施設が機能を喪失する 

・医療・社会福祉施設が機能を喪失することを防ぐためには、Ｂ

ＣＰ策定、建築物の耐震化や必要な資機材の整備が必要である。 

・後方搬送ができない状況を想定し、より負傷者に近い場所での

医療救護活動を可能な限り強化し、外部からの支援チームの到

着や搬送機能の回復まで地域に残存する医療資源で耐えうる体

制が必要である。【住民課】 

・DMAT 等の養成や、地域の医師を対象とした災害医療研修、

様々な訓練等を実施し、医療救護活動を担う人材の育成が必要

である。【住民課】 

・孤立地域に医療従事者を搬送する仕組みの構築や DMAT 等の

活動拠点、航空搬送拠点の機能維持などにより、地域の医療活

動をバックアップする体制の整備が必要である。【住民課】 

■医療資源が不足する 

・災害時医療救護計画に基づき、被害想定や平時における地域の

医療資源（ひと・もの）を踏まえた災害時の医療救護体制の整

備が必要である（医療救護活動を担う人材の確保や育成、医療

資機材や医薬品等の確保・備蓄）。【住民課】 

・県外からの応急救助機関、医療救護チームや支援物資等を円滑

に受け入れ、被災地支援を速やかに行うため、防災拠点等や

SCU に必要な資機材整備が必要である。（再掲）【住民課】 

・人工透析施設の災害時業務計画の作成支援及び、災害時の広域

搬送に向けた具体的な運用方法の策定が必要である。【住民課】 

2-５ 

被災地における疫病・

感染症等の大規模発生

する事態 

■衛生環境が悪化する 

・災害時に不足するトイレに対応するため、仮設トイレの確保及

び収集・処理体制の整備が必要である。 

・円滑な遺体対応のためには、検視や火葬の体制の整備を進める

必要がある。また、死者、行方不明者の公表基準や手順を定め

る必要がある。【住民課】 

・汚水処理機能が停止するリスクの軽減や、将来にわたる効率的

な汚水処理機能の維持、停止後の早期復旧を図るためには、汚

水処理施設の耐震化や老朽化対策、ＢＣＰに基づく応急復旧体

制の構築と訓練による実効性の向上が必要である。【産業建設

課】 

・火葬場やごみ焼却場などの衛生環境の保全のために必要な施設

については、耐震化や非常用電源、燃料などの資機材の確保が

必要である。【住民課】 

2-６ 

劣悪な避難生活環境、

不十分な健康管理によ

る多数の被災者の健康

■避難所を供与できない 

・避難所不足の解消に向けて、学校の教室利用や地域集会所の耐

震化、民間施設の利用の検討が必要である。 

・福祉避難所不足を解消するには、福祉避難所の確保を進めつつ、

一般の避難所における要配慮者対応体制の整備も必要である。
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事前に備えるべき目標 ②救助・救急活動等の迅速な実施 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

状態が悪化する事態 【住民課】 

・避難所の速やかな開設や円滑な運営を行うためには、地域が主

体となって避難所を運営する体制の整備が必要である。 

・発災後一定期間は、避難所で生活することが想定されるため、

避難所の環境整備が必要である。 

・避難所が不足する場合に備えて地域毎の避難者数を踏まえた広

域避難体制の構築が必要である。【総務課】 

・被災者とペットが共に避難できる避難所の確保やペットの保護

体制の整備が必要である。 

■災害時に避難所となる学校施設が機能しない 

・体育館や校舎は、災害時に避難所となることから、老朽化した

トイレを改修し、防災機能強化（バリアフリー化）をする必要

がある。【教育委員会】 

・児童や生徒、乳幼児が同時に被災することを防ぐため、学校等

の非構造部材（天井材、照明など）の耐震対策や室内の防災対

策を着実に推進する必要がある。（再掲）【教育委員会】 

■避難所で感染症が集団発生する 

・避難所における感染症の集団発生を防止するため、各施設で感

染症予防対策を盛り込んだ避難所運営マニュアルを策定し、Ｈ

ＵＧ訓練等で実効性を高めていく必要がある。【総務課・住民課】 

・保健衛生活動体制の整備を推進するためには、研修会の開催や

マニュアル策定や改定が必要である。【住民課】 

■災害関連死が発生する 

・災害関連死を防ぐため、避難所生活における保健衛生活動や心

のケアを確実に実施できる体制の整備が必要である。【住民課】 

・大規模災害時の精神保健医療の需要拡大に対応するため、他県

からのＤＰＡＴの円滑な受入体制が必要である。【住民課】 

・被災した要配慮者の避難生活や治療の継続を支援するための仕

組が必要である。【住民課】 

■避難生活が長期化する 

・避難所生活の長期化を防ぐため、応急仮設住宅の供給等、速や

かな被災者支援や災害廃棄物仮置場の確保が必要である。 

・応急仮設住宅の建築資材・作業員が不足することを回避するた

め、他自治体と連携した体制が必要である。【総務課・産業建設

課】 

■地震発生直後に近隣住民による共助ができない 

・防災に強い地域づくりを図るため、防災人材の育成や自主防災

組織などの活性化が必要である。【総務課】 

・共助の取組の活性化を図るためには、自主防災組織などの活動

が重要なので、自主防災組織の活動内容の充実や新たなリーダ

ーの育成が必要である。【総務課】 

・被災者が、避難所において安全な避難生活を過ごすためには、

行政職員だけでは避難所運営ができないことから、地域の住民

だけで避難所運営ができるようにしておく必要がある。 
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事前に備えるべき目標 ③行政機能の確保 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

3-1 

行政機関の職員・施設

等の被災による機能が

大幅に低下する事態 

■施設が被災し行政機能を喪失する 

・行政機能が喪失するリスクを軽減するためには、庁舎の耐震化、

建て替え、津波浸水予測区域外への移転、非常用電源の高層階

設置、資機材の整備、食料等の確保などが必要である。 

・防災拠点等の施設の被災を軽減するため、施設や非構造部材の

耐震化、建て替え、設備等を含めた老朽化対策が必要である。

（再掲） 

・来庁者や職員の安全確保と防災拠点となる庁舎を確保するた

め、高台への移転が必要である。（再掲） 

・南海トラフ地震の発生時に迅速・的確な応急救助活動を実施す

るために既存の防災行政無線システムを含めた様々な情報伝

達・収集手段の多重化が必要である。 

【総務課】 

・応急活動時における車両や発電機の燃料を確保するため、燃料

の備蓄が必要である。【総務課】 

■職員が参集できない 

・自宅等で職員やその家族が被災することは、参集人員の減少に

直結するため、建築物の耐震化や家具の固定等の安全対策を着

実に推進する必要がある。【総務課】 

■行政機関が迅速に災害対応できない 

・大規模災害時の即応体制の確保のためには、被災後の職員の動

員体制の整備を進めていく必要がある。【関係部局】 

・応急対策業務を円滑に実施するため、各所属で具体的な対応マ

ニュアル等の策定が必要である。【関係部局】 

・危機管理対応の従事する職員の人材育成は、階層別の職員研修

や災害対策本部訓練等が行われているが、一層の危機管理能力

の向上を図る必要がある。【総務課】 

・職員の危機管理能力の向上を図るため、研修や訓練の内容を充

実する必要がある。【総務課】 

・地震発生後の災害対応業務を防災関係機関と連携して行うた

め、災害対策本部体制の更なる強化が必要である。【全部局】 

・訓練の実施により業務継続計画の内容を見直し、実効性を高め

る必要がある。また、訓練等において明らかとなった課題解決

に向けた対策を進める必要がある。（再掲）【総務課】 

・応急活動の実効性を高めるため、外部からの応援職員の受入体

制の整備が必要である。また、訓練等による検証と見直しをお

こない受援態勢の強化も必要である。【関係部局】 

・訓練の実施により業務継続計画の内容を見直し、実効性を高め

る必要がある。また、訓練等において明らかとなった課題解決

に向けた対策を進める必要がある。（再掲）【危】 

・住民の安否や要救助者の情報を速やかに把握し、関係機関が共

有できる体制の構築が必要である。 
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事前に備えるべき目標 ④情報・通信機能・情報サービスの確保 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

4-1 

情報通信の長期停止に

より災害情報が伝達で

きない事態 

■情報通信の長期停止により災害情報が伝達できない 

・南海トラフ地震の発生時に迅速・的確な応急救助活動を実施す

るために既存の防災行政無線システムを含めた様々な情報伝

達・収集手段の多重化が必要である。（再掲）【総務課】 

・効率的にライフライン（電気、通信）の復旧作業を行うために

は、病院や災害対策本部を設置する施設などの重要施設の事

前情報と、各関係機関からリアルタイムで提供される道路啓

開やライフラインの機能障害などの情報を一元化して集約す

る必要がある。 

■地震情報や避難指示等が伝わらない 

・津波からの避難行動が迅速に行えるよう、早期のＮ-net（海底

地震津波観測網）の構築が必要である。 

・観光客や通行者などの地理不案内者が確実に避難できるため

には、避難場所情報の提供方法を検討し、それに基づく対策が

必要である。 

・住民に避難指示などの情報を確実に伝達するためには、ケーブ

ルテレビの光化や戸別受信機の設置など情報伝達手段の多様

化が必要である。 

 

事前に備えるべき目標 ⑤経済活動の機能不全を回避 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

5-1 

事業活動が再開できな

いことによる雇用状況

の悪化や経済が停滞す

る事態 

■事業活動が再開できないことにより雇用状況の悪化や経済が停

滞する 

・事業活動を早期に再開させるため、ＢＣＰ策定の取組の強化を

図るとともに、実効性の向上が必要である。【関係部局】 

・災害に強い産業基盤づくりについては、津波で浸水しない工業

団地開発等を進めており、引き続きこれらの対策を着実に推進

する必要がある。 

・従業員の被災は、事業活動の再開に大きく影響するため、事業

所の耐震化や地域と一体となった訓練の実施など、揺れ・津波

から身を守る対策が必要である。 

・事業活動の再開には、交通、物流、ライフライン（水道、電気、

ガス、通信）の復旧が重要な要素となることから、高知ライフ

ライン協議会の検討を踏まえた対策の推進が必要である。【危】 

・県内防災関連製品・技術の普及拡大による防災力・減災力の向

上及び県経済の活性化を図るためには、防災関係の製品、技術

の地産地消・地産外商、産業育成が必要である。 
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事前に備えるべき目標 ⑤経済活動の機能不全を回避 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

5-2 

基幹的交通ネットワー

ク（国道・県道等）の機

能が停止する事態 

■基幹的交通ネットワーク（高速道路、港湾等）が機能停止する 

・災害時の物流や救急搬送等の要となる四国８の字ネットワーク

のミッシングリンクの早期解消や国道、県道、町道の着実な整

備が必要である。  

・大規模災害発生時においても陸、海の輸送ルートを確保するた

め、橋梁の耐震補強や土砂災害対策、港湾・漁港における岸壁

や防波堤等の耐震・耐津波強化や台風等による波浪対策を進め

ており、引き続きこれらの防災対策とともに、施設の長寿命化

についても着実に推進する必要がある。【産業建設課】 

・被災後の円滑な交通ネットワークの復旧を図るため、関係機関

が連携した体制の構築や資機材の確保が必要である。（再掲）。 

・被災後の円滑な交通ネットワークの復旧を図るため、港湾や漁

港におけるＢＣＰに基づいた訓練・検証・計画の見直しが必要

である。【産業建設課】 

・早期の漁港啓開のため、啓開作業船の早期導入のための位置・

回航情報システムの活用に向けた関係機関との運用調整が必要

である。【産業建設課】 

・道路啓開において重要な役割を担う建設業が、事業を継続でき

る体制づくりが必要である。 

・河川や漁港、港湾、海岸における津波や豪雨、台風等による漂

流物がもたらす被害を軽減するための対策が必要である。【産業

建設課】 

・交通運輸事業者における地震発生時の被害を最小限にとどめ、

早期の事業活動が再開できるよう、BCP 策定が必要である。 

・交通ネットワークの安全性を確保するため、住宅の耐震化やブ

ロック塀等の安全対策、老朽住宅の除却、沿道建築物の耐震化

等について、住環境整備事業等を活用して推進する必要がある。 

5-3 

金融サービス等の機能

停止による町民生活へ

の甚大な影響が発生す

る事態 

■金融サービス等の機能停止により県民生活への甚大な影響が生

じる 

・地震後の現金供給機能が維持されるためには、金融機関と連携

して取り組む必要がある。 

5-4 
食料等の安定供給が停

滞する事態 

■生産基盤等が致命的な被害を受け、食料等を生産できない 

・被災後も農業の生産基盤となる農地、農業水利施設及び農道等

を、円滑な生産活動に活用することができるよう、基盤整備や

長寿命化等の対策が必要である。【産業建設課】 

・早期に生産・流通活動を再開するためには、業界団体による事

業継続体制が必要である。【産業建設課】 

・災害に備え、耕作放棄地を減らし農地を確保するためには、防

護柵の整備をはじめとした、農作物等を鳥獣被害から守るため

の取り組みが必要である。【産業建設課】 
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事前に備えるべき目標 ⑥ライフラインの確保 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

6-1 
電気、石油、ガスの供給

機能が停止する事態 

■電気、石油、ガスの供給機能が停止する 

・ライフライン（水道、電気、ガス、通信）を早期に復旧するため

には、事業者の対応拠点（復旧に必要な車両の駐車場や資機材

の仮置き場）や燃料等の資源の確保が必要である。 

・ライフライン（水道、電気、ガス、通信）の早期復旧のために

は、重要施設までの速やかな道路啓開が重要であり、そのため

の実効性を高めていく必要がある。 

・道路等の被災により燃料の供給が停止した場合に備え、燃料供

給のバックアップ体制が必要である。 

・停電時においても応急活動に必要な燃料を確保するためには、

災害対応型 SS の整備が必要である。 

・防災拠点や避難所等へ、生活に必要なＬＰガスを速やかに供給

できるようにしておく必要がある。 

・大規模災害時の燃料不足に備えて、車両への燃料備蓄を官民協

働で行う必要がある。（再掲）【総務課】 

・応急対策や復旧・復興対策を円滑に進めるため、避難所や応急

救助機関の活動拠点などの発災時に必要な機能について確保が

必要である。 

6-2 

上水道、汚水処理施設

等の供給が長期間にわ

たり停止する事態 

■上水道等が長期間にわたり供給停止する 

・大規模災害時に速やかに飲料水や生活用水を給水できるよう

に、水源の確保が必要である。【産業建設課】 

・飲料水や生活用水の確保のために、水道施設の耐震化、老朽化

対策を着実に推進するとともに、応急給水活動を速やかに実施

できる体制や水供給の早期復旧の体制が必要である。【産業建設

課】 

・ライフライン（水道、電気、ガス、通信）の早期復旧のために

は、重要施設までの速やかな道路啓開が重要であり、そのため

の体制を構築する必要がある。【産業建設課】 

・孤立状態が長期に及ぶ場合に、命をつなぐことができるように

飲料水の確保が必要である。（再掲） 

・工業用水道施設の耐震化、老朽化対策を推進し、ＢＣＰに基づ

く応急復旧体制の構築と訓練による実効性の向上を進める必要

がある。 

■汚水処理施設等が長期間にわたり機能停止する 

・汚水処理施設の応急復旧体制の構築と訓練による実効性の向上

が必要である。また、汚水処理機能が停止するリスクの軽減と、

汚水処理機能を将来にわたって効率的に維持するため、汚水処

理施設の耐震化や老朽化対策等が必要である。【産業建設課】 

6-3 
地域交通ネットワーク

が分断する事態 

■地域交通ネットワークが分断する 

・道路の被災そのものを低減することが重要であるため、道路の

防災対策や土砂災害対策を進めており、引き続きこれらの対策

を着実に推進することに加え、施設の長寿命化を進める必要が

ある。【産業建設課】 
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事前に備えるべき目標 ⑥ライフラインの確保 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

・緊急輸送道路の通行を確保するため、住環境整備事業等の活用

により、沿道にある建築物を耐震化する必要がある。（再掲） 

・防災拠点等へ至るルートの啓開を早期完了することができるよ

う、道路啓開計画の適宜見直しや、啓開情報を速やかに関係機

関と共有するためのシステムの構築が必要である。 

・交通運輸事業者における地震発生時の被害を最小限にとどめ、

早期の事業活動の再開ができるようにするためには、事前の対

策が必要である。 

・交通ネットワークの安全性を確保するため、住宅の耐震化やブ

ロック塀等の安全対策、老朽住宅の除却、沿道建築物の耐震化

等、住環境整備事業等を活用して推進する必要がある。（再掲） 

 

事前に備えるべき目標 ⑦二次災害の抑制 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

7-1 

地震火災、浸水火災に

よる市街地の延焼が拡

大する事態 

■地震火災、津波火災により市街地が延焼拡大する 

・住環境整備事業等を活用して、住宅・建築物の防火性能等の安

全確保が必要である。 

・津波火災対策として、漂着物、漂流物、漂流油への具体的な消

火方法、漂着物が出火した場合の避難誘導方法について検討が

必要である。 

・津波火災を引き起こす要因の一つである、農業用、漁業用屋外

燃油タンク等からの燃料流出を防ぐため、関係機関と連携して

屋外燃油タンク対策が必要である。 

・出火を防止するため、感震ブレーカーの普及や感震ブレーカー

が設置できない場合には、避難するときにブレーカーを落とす

啓発が必要である。【総務課】 

・密集市街地において、土地区画整理事業を推進することで、地

震時等における家屋の倒壊や火災発生時の延焼被害を抑制する

とともに、避難、消火活動においても利活用する区画道路の整

備が必要である。 

・延焼を防止するため、重点推進地区において街頭消火器・防火

水槽の整備が必要である。【総務課】 

・消火活動で重要な役割を担う消防団員体制は、条例定数を満た

していない状況であるため、定数の確保に向けた取組が必要で

ある。【総務課】 
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事前に備えるべき目標 ⑦二次災害の抑制 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

7-2 

ため池等の損壊・機能

不全及び周辺河川の増

水等による二次災害が

発生する事態 

■ため池等の損壊・機能不全により二次災害が発生する 

・耐震性を有していないため池等については、耐震化が必要であ

る。【産業建設課】 

・洪水処理能力等が不足しているため池等については、豪雨対策

が必要である。【産業建設課】 

 

事前に備えるべき目標 ⑧迅速な復旧・復興 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

8-1 

復興指針や土地利用方

針が決まらず復興が大

幅に遅れる事態 

■土地利用方針や復興方針が決まらず復旧･復興が大幅に遅れる 

・被災したとしても速やかに復興に取り組めるようにするため、

復興グランドデザインの検討や都市復興のための事前準備、復

興組織体制、復興の方針の事前検討が必要である。 

■復興工事が進まず復旧・復興が遅れる 

・応急復旧工事を速やかに実施するため、事業の継続や資機材の

確保、重機の確保ができるように建設業のＢＣＰ策定が必要で

ある。 

・健全な復旧事業を行うためには、復興に伴う工事等から反社会

的勢力を排除する必要がある。 

8-2 

災害廃棄物の処理の停

滞により、復旧・復興が

大幅に遅れる事態 

■災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる 

・「災害廃棄物処理計画」について、より実効性を高めていくため

には、課題への対応等を検討し、ブラシュアップが必要である。

【住民課】 

・災害廃棄物を円滑に処理するためには、災害廃棄物処理計画の

ブラシュアップが必要である。【住民課】 

・災害廃棄物の仮置場を含めた応急期の用地の確保が必要であ

る。 

・災害時においても確実にゴミ処理を行うためには、焼却施設の

耐震化や非常用電源の確保、燃料などの確保が必要である。 

・迅速な災害からの復興を図るためには、災害廃棄物処理を被災

現場で実務的に担っていく人材が必要である。 

・早期に町民の日常生活の復旧・復興につながるように、迅速な

損壊家屋等の解体撤去が必要である。 

8-3 

生活環境が整わないこ

とにより生活を再建す

ることができない事態 

■生活環境が整わないことにより被災前の生活を取り戻すことが

できない 

・地震・津波で土地の境界が不明確になることを防ぐためには、

地籍調査の推進が必要である。【産業建設課】 

・被災者に対して速やかに応急仮設住宅を供給できるように、応

急仮設住宅の建設用地の確保が必要である。 
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事前に備えるべき目標 ⑧迅速な復旧・復興 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
脆弱性評価の結果 

・住環境整備事業等を活用し、応急仮設住宅や災害公営住宅等、

被災者の住まいを速やかに確保する対策が必要である。 

・被災者に生活再建に関係する情報を速やかに提供できる体制の

整備が必要である。 

・被災者の生活を支援するため、災害時におけるボランティア活

動が円滑に行われるように体制づくりが必要である。 

・早期に教育環境などを復旧できるように、学校・保育所・幼稚

園等において、学校再開計画の策定や保育所・幼稚園等のＢＣ

Ｐ策定などの事前準備が必要である。【住民課・教育委員会】 

・罹災証明の発行をスムーズにするため、住家の被害認定調査を

円滑に行えるよう住家被害認定士の育成が必要である。 

・地域再生法に基づき、地域における就業の機会の創出、経済基

盤の強化及び生活環境の整備のための基盤となる施設のうち東

洋町まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置づけたものの整備

が必要である。 

8-4 
文化財等が損失する事

態 

■かけがえのない文化財や文化財建築物が災害により損壊する 

・かけがえのない文化財や文化財建造物を災害から守り、次の時

代に受け継いでいく必要がある。また、町民や観光客等の安全

確保が必要である。 
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第４章 推進事業（アクションプラン） 

 

4-1 推進事業（アクションプラン）の設定 

本町における脆弱性評価の結果を踏まえ、起きてはならない最悪の事態を回避するために、強靭化

施策の取組方針を示す「東洋町強靭化のための推進事業（アクションプラン）」（以下、アクションプ

ランという）を策定します。 

アクションプランは、強靭化計画を推進していくための推進方針や具体的な施策・事業を定めたも

のです。強靭化計画における「事前に備えるべき目標」や「起きてはならない最悪の事態（リスクシ

ナリオ）」の設定を背景に、本計画の根拠となる強靱化関連施策・事業の内容を、カテゴリー別に体系

的に整理しています。 

 

4-2 推進方針と主要な施策・事業の設定 

アクションプランは、取組むべきリスク回避のために、施設の整備、耐震化、代替施設の確保等の

「ハード整備」だけでなく、情報、訓練、防災教育をはじめとした「ソフト対策」を組み合わせ、「起

きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」ごとにまとめて、それぞれのリスクシナリオに対し、

推進方針と主要な施策・事業を設定します。 

 

4-３ アクションプラン達成の指標となる目標値の設定 

施策推進にあたり、個別施策の推進や実績を定量的に把握するため、可能な限り数値目標（重要業

績指標【KPI】）を設定します。なお、本計画に掲載する目標値については、施策推進のための財源確

保が担保されていないことに加え、国や県が推進主体となる施策も数多くあることなどから、経年的

な事業量等を積み上げた精緻な指標ではなく、施策推進に関わる国、県、本町、民間等の関係者が共

有する努力目標と位置づけます。 

また、計画査定後の状況変化等に機動的に対応するため、計画期間中においても、必要に応じた目

標値の見直しや新たな設定を行います。 
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【東洋町強靭化のための推進事業一覧（アクションプラン）】 

 

※本町の目標に対する推進事業（アクションプラン）は以下のとおりです。 

 

 

目 標 ①人命の保護 

リスクシナリオ 1-1 建物倒壊等による多数の死傷者、自力脱出困難者が発生する事態 

【推進方針】 

（１）「耐震性の低い住宅や事業所等が倒壊する」ことを回避するための推進方針 

・住宅・建築物の倒壊による死傷者の発生、避難路の閉塞、火災等の被害を防ぐため、耐震化の必

要性や支援制度の周知、所有者負担の軽減などを図り、地域住宅計画に基づく事業のうち下記の

事業及び住環境整備事業のうち下記の事業（以下、住環境整備事業等という。）を活用し、住宅・

建築物の耐震化を着実に推進する。 

（地域住宅計画に基づく事業） 

公営住宅整備事業等、住宅地区改良事業等、市街地再開発事業、優良建築物等整備事業、住宅

市街地総合整備事業、住宅・建築物安全ストック形成事業、公的賃貸住宅家賃低廉化事業、災

害公営住宅家賃低廉化事業等 

（住環境整備事業） 

市街地再開発事業、優良建築物等整備事業、暮らし・にぎわい再生事業、住宅市街地総合整備

事業、住宅・建築物安全ストック形成事業、狭あい道路整備等推進事業等 

・庁舎や医療施設などの災害発生時に重要な役割を担う施設の機能喪失を防ぐため、これらの施設

の耐震化、建て替えを、住環境整備事業等を活用して着実に推進する。 

・社会福祉施設（隣保館等）の利用者や職員を地震による建物倒壊から守るため、耐震化や室内の

安全対策を推進する。【住民課】 

・児童や生徒、教職員を地震の強い揺れから守るため、学校等の施設の建て替えや耐震化、室内の

安全対策に住環境整備事業等を活用して推進する。【教育委員会】 

・地震発生後の二次災害を防止するため、建築物や宅地等が余震に対して安全であるのかを確認す

る危険度判定の体制づくりを推進する。【総務課・産業建設課】 

（２）「家具類の転倒や非構造部材の落下等が発生する」ことを回避するための推進方針 

・家庭や事業所における室内の安全確保のため、家具の固定等の安全対策の支援を推進する。 

【総務課】 

・児童や生徒、乳幼児が被災することを防ぐほか、避難所の安全性を確保するため、学校等の非構

造部材（天井材、照明など）の耐震対策や窓ガラス飛散防止対策等の室内の安全対策を着実に推
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進する。【教育委員会】 

（３）「ブロック塀等の倒壊により住民が死傷する」ことを回避するための推進方針 

・学校や保育所・幼稚園、社会福祉施設、県有施設等のブロック塀等の倒壊により、児童や生徒、

施設利用者、職員などが死傷することを防ぐため、住環境整備事業等を活用して対策を推進する。

【総務課・住民課・教育委員会】 

（４）空き家対策 

・空き家については、空き家対策計画に基づき、解消に向けた各種支援策を実施し、避難路等の妨

げにならないよう建築物の倒壊・老朽化防止を推進する。【住民課】 

【主要な施策・事業】 

（地域住宅計画に基づく事業） 

・公営住宅整備事業等 

・住宅地区改良事業等 

・市街地再開発事業 

・優良建築物等整備事業 

・住宅市街地総合整備事業 

・住宅・建築物安全ストック形成事業 

・公的賃貸住宅家賃低廉化事業 

・災害公営住宅家賃低廉化事業等 

（住環境整備事業） 

・市街地再開発事業 

・優良建築物等整備事業 

・暮らし・にぎわい再生事業 

・住宅市街地総合整備事業 

・住宅、建築物安全ストック形成事業 

・狭あい道路整備等推進事業等 

・指定避難所等耐震化事業 

・公共施設等総合管理計画の推進 

・木造住宅耐震化事業（耐震診断、耐震改修） 

・建築物耐震対策緊急促進事業 

・住宅リフォーム補助金 

・家具転倒防止金具等取付け事業 

・コンクリートブロック塀等耐震対策事業 

・空き家対策事業 

・学校施設環境改善交付金事業 
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【重要業績指標（KPI）】 

指 標 策手時（R３） 目標（R７） 

住宅の耐震化率 38.2％ 90% 

多数の者が利用する建築物の耐震化率 58.3％ 90％ 

家庭における室内安全対策実施率 1.9％ 20％ 

 

目 標 ①人命の保護 

リスクシナリオ 1-２ 大規模津波による多数の死者・行方不明者の発生する事態 

【推進方針】 

（１）「堤防や水門等のインフラが機能しない」ことを回避するための推進方針 

・発生頻度の高い津波に対しては浸水を防ぎ、最大クラスの津波においても避難時間を稼ぐため、

防波堤、河川・海岸堤防や水門等の地震・津波対策を着実に推進する。【総務課・産業建設課】 

・津波からの避難時間を稼ぐとともに、陸こうを閉めに行った者が津波に巻き込まれることを防ぐ

ため、常時閉鎖を推進するとともに、大きな陸こうについては、開口部閉鎖に係る作業量を低減

するための動力化を推進する。【総務課・産業建設課】 

（２）「津波到達までに逃げきれない」ことを回避するための推進方針 

・全ての町民が、津波からの早期避難の重要性を認識し、地震発生後に適切に避難行動がとれるよ

う、啓発を実施する。【総務課】 

・地震発生時に適切に避難行動がとれるよう避難路・避難場所の周知や避難訓練の実施、訓練結果

を踏まえた津波避難計画の見直しなどを推進する。【総務課】 

・津波に対する町の防災体制の強化や住民の防災意識の向上のために、警戒避難体制を特に整備す

べき区域を津波災害警戒区域について、ハザードマップなどを活用し住民へ周知する検討を進め

る。【総務課】 

・計画している避難空間の早期整備を進めるとともに、避難訓練により要配慮者の避難が間に合わ

ないなどの課題が明らかになった地域については、補足的な避難空間を整備することで避難場所

の確保を推進する。【総務課・住民課】 

・避難路の安全性を確保するため、住宅の耐震化やブロック塀等の安全対策、老朽住宅の除却、沿

道建築物の耐震化等を住環境整備事業等を活用して着実に推進する。【総務課・住民課】 

・液状化により、避難路へ噴砂や地面のひび割れ、埋設物の浮上等が生じて避難の妨げになること

から、液状化が想定される避難路における安全な避難の実現に向けて、避難路の液状化対策工法

や液状化することを踏まえた避難行動などの検討を推進する。【総務課・産業建設課】 

・来庁者や職員の安全確保と防災拠点となる庁舎を確保するため、必要に応じて市町村庁舎の高台

への移転等を推進する。【総務課】 
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（３）「避難行動を取れない要配慮者が津波に飲み込まれる」ことを回避するための推進方針 

・要配慮者の確実な避難につなげるため、「避難行動要支援者名簿」を活用した個別計画の策定や避

難訓練の実施など、実効性のある避難支援体制の構築を推進する。【住民課】 

・自らの力で避難できない方が津波に飲み込まれることを防ぐため、要配慮者施設などの高台移転

等を推進する。 

（４）「避難場所での滞在中に命を落とす」ことを回避するための推進方針 

・避難場所で滞在中に避難者の体調が悪化することを防ぐため、避難場所の総点検を実施して、水

や防寒用アルミシート、簡易トイレなどの最低限必要な資機材整備を推進する。【総務課】 

（５）「南海トラフ地震臨時情報を活かすことができない」ことを回避するための推進方針 

・南海トラフ地震対策は、突発で発生する地震への対応が基本となるが、臨時情報が発表された場

合には、その情報を生かし、減災につなげられるように、地域防災計画の見直しや津波避難計画

の見直し、事業者（医療施設、社会福祉施設を含む）の地震対策の見直しの支援を行う。また、

町民に対する臨時情報の啓発も実施する。【総務課】 

（６）「防災に取り組む意識が低い」ことを回避するための推進方針 

・自らが自然災害に備える意識を持ち、事前の取組を進める風土としていくため、啓発や防災教育

などの取組を充実し、防災意識の向上を図る。【総務課】 

・防災に強い地域づくりを図るため、防災人材の育成や自主防災組織の活性化を推進する。（再掲） 

【主要な施策・事業】 

・都市防災総合推進事業 

・土砂災害、洪水、浸水ハザードマップの作成・更新 

・河川堤防の整備 

・農業用排水路施設の点検・確認（基盤整備事業） 

 

目 標 ①人命の保護 

リスクシナリオ 1-3 長期的な町中心部の浸水が発生する事態 

【推進方針】 

（１）「長期浸水域に取り残された多数の要救助者が生き残れない」ことを回避するための推進方

針 

・避難場所が不足する地区については、避難ビル等の新規指定及び滞在可能な施設の整備を行うな

ど、避難空間の整備を推進する。【総務課】 

・可能な人は、長期浸水域外に水平避難するように啓発を推進する。【総務課】 

・浸水域に多くの住民が取り残されるおそれがあるため、家庭や事業所での十分な備蓄を啓発する

とともに、避難場所への必要な資機材の整備を推進する。【総務課】 
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・浸水域内の医療施設や社会福祉施設では、治療や生活を継続しながら救助を待つ必要があるため、

滞在に必要な水・食料や資材等の整備を推進する。【総務課・住民課】 

（２）「救助活動に時間を要する」ことを回避するための推進方針 

・長期浸水域内の要救助者の救出方法や一時滞在場所までの搬送方法などのオペレーションを検討

し、救助・救出計画を策定する。また、継続的な訓練の実施により、実効性を高めていく。 

・長期浸水域内の要救助者を救出するために、救出に必要な資機材の整備を推進する。 

（３）「救出後の被災者の受け入れ先がない」ことを回避するための推進方針 

・長期浸水域から救出した多くの被災者の受け入れ先について検討を進める。 

（４）「長期浸水が長期化し、応急活動や復旧・復興が大幅に遅れる」ことを回避するための推進

方針 

・短時間で長期浸水を解消し、迅速な応急活動や早期の復興につなげるため、現在進めている海岸

堤防の耐震化や排水機場の耐震・耐水化を引き続き着実に推進するとともに、迅速に応急工事が

実施できる体制の構築を関係機関が連携して進める。【総務課・産業建設課】 

【主要な施策・事業】 

・洪水、浸水ハザードマップの作成・更新 

・河川堤防の整備 

・農業用排水路施設の点検・確認（基盤整備事業） 

 

目 標 ①人命の保護 

リスクシナリオ 1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者が発生する事態 

【推進方針】 

（１）「住宅や避難所等が崩壊土砂に飲み込まれる」ことを回避するための推進方針 

・土砂災害の危険性を住民が認識し、確実な避難につなげるため、土砂災害警戒区域等について、

ハザードマップなどを活用し住民へ周知を行う。【総務課・産業建設課】 

・国・県・町が連携し、土砂災害時の早期の避難行動や的確な初動対応などの訓練による地域の避

難体制づくりを推進する。 

・地震などによる土砂災害を未然に防ぐために、避難所等を優先して砂防や急傾斜地対策のハード

整備を着実に推進する。【産業建設課】 

・土砂災害による人的被害を防ぐため、土砂災害特別警戒区域内の住宅の移転や外壁の補強などに

住環境整備事業を活用して推進する。 

・山地災害や地すべりを防止する治山事業や国土保全機能などの森林が有する多面的機能を高める

ための林道を含む森林整備事業による防災・減災対策を推進する。【産業建設課】 

・農地の保全及び農村地域の住民の暮らしの安全を確保するため、地すべり対策等の農村地域の防
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災・減災対策を推進する。【産業建設課】 

・山野の植生がシカの食害を受けることによって地表が露出し、土砂災害の要因となることを防ぐ

ため、シカの捕獲を推進する。【産業建設課】 

（2）「河川からの氾濫により住宅や避難所等が浸水する」ことを回避するための推進方針 

・大規模水害に備え、近年大きな被害が発生した河川や広域にわたり被害が想定されている河川か

ら優先して、河川堤防や水門・樋門等の治水施設の整備を着実に推進する。【産業建設課】 

・河川堤防や水門・樋門等の河川管理施設については、定期点検やパトロール等を通じ、適切に維

持管理を行うとともに、省力化・高度化に努めるなど、長寿命化対策を計画的に推進する。 

・大規模水害時における避難を円滑かつ迅速に行うため、洪水浸水想定区域図等の作成・公表を進

めるとともに、水防団や防災関係機関と連携して水防演習を実施するなど、地域の防災力の向上

を推進する。 

・近年の大規模水害を踏まえ、町民等に対し、迅速かつ的確に水防情報（洪水時の水位情報など）

を提供する体制の整備を推進する。 

【主要な施策・事業】 

・ハザードマップの作成・更新 

・がけくずれ住家防災対策事業 

・地域防災計画等の更新、防災教育や訓練の実施 

・急傾斜地崩壊対策事業   

・土砂災害警戒区域等の危険箇所の周知 

・自主防災組織等の講習会の実施（自主防災組織活動支援事業） 

【重要業績指標（KPI）】 

指 標 策手時（R３） 目標（R７） 

土砂災害、洪水、浸水ハザードマップ作成率 0％ 100％ 

 

目 標 ②救助・救急活動等の迅速な実施 

リスクシナリオ 2-1 食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止する事態 

【推進方針】 

（１）「備蓄や事前対策が不十分で燃料や食料・飲料水等が枯渇する」ことを回避するための推進

方針 

・家庭や事業所での備蓄を推進するため、啓発を強化するとともに、県と市町村がそれぞれの役割

に基づいて公的備蓄を着実に推進する。【総務課】 

・災害時の生活用水の水源を確保するため、ため池を活用する計画策定や工業用水施設を活用する

ための対策を推進する。【産業建設課】 
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・水道施設の耐震化、老朽化対策を着実に推進する。応急給水・応急復旧等の応急対策活動を速や

かに実施できるように、計画・マニュアルを策定するとともに、水道ビジョンに基づく強靱化を

推進する。【産業建設課】 

・ライフライン（水道、電気、ガス、通信）を早期に復旧するためには、事業者の対応拠点や燃料

等の資源の確保が課題となっており、これらの対応策についてライフライン事業者と地方自治体

で連携した取組を進める。 

（２）「支援物資が届かない」ことを回避するための推進方針 

・大規模災害時においても物資輸送ルートを確実に確保するため、陸・海の輸送基盤の地震・津波

対策や土砂災害対策、台風等の波浪対策、四国８の字ネットワークのミッシングリンクの早期解

消や国道、県道、町道の整備及び港湾・漁港における耐震強化岸壁の整備を着実に推進する。【産

業建設課】 

・県外から避難所までの迅速かつ円滑な物資供給を実現するために、物資配送計画の策定・見直し

を行うとともに、物資調達・輸送調整等支援システムの運用を習熟するための訓練を実施する。

【総務課・産業建設課】 

・東洋町防災拠点施設を核とした物資調達・供給を円滑に実施するため、関係機関が連携した仕分

け、輸送訓練を実施し、実効性を高めていく。 

・防災拠点等へ至るルートの啓開を早期に完了することができるよう、道路啓開計画の適宜見直し

を行うとともに、訓練を積み重ね実効性を高めていく。また、関係機関との道路啓開情報の共有

方法について、検討を進める。【総務課・産業建設課】 

・緊急輸送道路の通行を確保するため、住宅の耐震化やブロック塀等の安全対策、老朽住宅の除却、

沿道建築物の耐震化等に住環境整備事業等を活用して着実に推進する。【総務課・住民課】 

・物資配送等に必要な車両の燃料を確保するため、燃料の備蓄を推進する。【総務課】 

・車両への燃料備蓄として、燃料残量が半分になる前のこまめな満タン給油を、官民協働による県

民運動として推進する。【総務課】 

【主要な施策・事業】 

・家庭や地域における備蓄の促進に向けた啓発 

・災害時における物資の供給に関する協定の締結 

・災害時における応急対策業務に関する協定の締結 

・町内の道路啓開計画（事業者ごとの担当区域の設定）の策定検討 

・町有車両の緊急通行車両としての届出 

・関係機関への事前届出制度の周知 
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目 標 ②救助・救急活動等の迅速な実施 

リスクシナリオ 2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落の同時発生する事態 

【推進方針】 

（１）「孤立集落の被害状況を把握できない」ことを回避するための推進方針 

・連絡通信手段を確保するため、通信連絡体制の整備を推進する。【総務課】 

（２）「孤立状態が短期間で解消できない」ことを回避するための推進方針 

・集落が孤立した場合に要救助者の救出、支援物資の搬入を行うため、緊急用ヘリコプター離着陸

場の確保を進める。【総務課】 

・集落が孤立するリスクを軽減するため、橋梁の耐震化や道路法面の防災対策、道路施設の機能を

将来にわたって効率的に維持する老朽化対策を計画的に推進する。【産業建設課】 

・被災後の円滑な交通ネットワークの復旧を図るため、関係機関が連携した体制の構築や資機材、

燃料の確保を進める。 

（３）「孤立状態が長期に及び生活できなくなる」ことを回避するための推進方針 

・孤立状態が長期に及ぶ場合に、命をつなぐことができるように飲料水の確保のため浄水装置の整

備等や食料の備蓄、燃料の確保対策を推進する。 

【主要な施策・事業】  

・緊急用ヘリコプター離着陸場整備事業 

・災害に強い情報通信設備の配備（多様な情報通信手段の活用） 

 

目 標 ②救助・救急活動等の迅速な実施 

リスクシナリオ 2-3 警察・消防等の被災による救助・救急活動等の資源が絶対的に不足する

事態 

【推進方針】 

（１）「応急活動を担う機関が機能を喪失する」ことを回避するための推進方針 

・行政機能が喪失するリスクを軽減するため、庁舎の耐震改修や建て替え等の耐震化、津波浸水予

測区域外への移転、非常用電源の高層階設置などの対策を住環境整備事業等を活用して推進す

る。また、資機材の整備や食料等の確保も着実に推進する。 

・防災拠点等の施設の被災を軽減するため、施設や非構造部材の耐震化、建て替え、設備等を含め

た老朽化対策を推進する。 

・訓練の実施により業務継続計画の内容を見直し、実効性を高めていく。また、訓練等において明

らかとなった課題解決に向けた対策を進める。【総務課】 

・大規模災害発生時に消火、救助、救急活動等を円滑に行うため、車両や資機材、施設等の整備を

推進する。【総務課】 
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（２）「応急活動を効率的に展開できない」ことを回避するための推進方針 

・発災時の情報収集や救助救出のために、ヘリコプターが円滑に活動できるように体制整備を推進

する。 

・大規模災害発生時は、他県からの応援部隊を受け入れることが必須となるため、防災拠点等にお

ける関係機関と連携した訓練を実施し、受援態勢の構築と実効性の向上を推進する。【総務課】 

・県外からの応急救助機関、医療救護チームや支援物資等を円滑に受け入れ、被災地支援を速やか

に行うため、防災拠点等やSCU に必要な資機材整備を推進する。 

（３）「応急活動を行う人員・資源が不足する」ことを回避するための推進方針 

・消防団員体制は、条例定数を満たしていない状況であるため、定数の確保に向けた取組を推進す

るとともに、団員の活動時の安全装備の充実についても引き続き推進する。【総務課】 

・消防団員が避難行動の支援や救助活動を行う際の安全を確保するため、消防団の資機材整備を推

進する。【総務課】 

・応急活動時における燃料を確保するため、災害対応型 SS の整備や、消防機関等への給油施設の

整備を推進する。 

・他県からの応援部隊の進出拠点を確保するため、応急期機能配置計画の見直しを実施する。【総務

課】 

・大規模災害発生時に被災者の避難誘導、救出救助、行方不明者等、災害警備の最前線で活動する

消防団員の増員及び災害用装備資機材の充実強化を推進する。 

【主要な施策・事業】 

・消防施設整備費補助金 

・救助資機材の整備 

・受援計画（医師、看護師、ボランティア等の受入れ）の作成・更新 

・災害対策型給油施設の整備  

・防災講習の実施  

・上空のヘリから確認できるＳＯＳサインのルールに関する情報収集 

 

目 標 ②救助・救急活動等の迅速な実施 

リスクシナリオ 2-4 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギ

ー供給の途絶による医療機能が麻痺する事態 

【推進方針】 

（１）「医療施設が機能を喪失する」ことを回避するための推進方針 

・医療・社会福祉施設が機能を喪失することを防ぐため、ＢＣＰ策定や通信手段の確保、必要な資

機材の整備を推進する。また、建築物の耐震化についても住環境整備事業等を活用して対策を推
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進する。【住民課】 

・後方搬送ができない状況を想定し、より負傷者に近い場所での医療救護活動を可能な限り強化し、

外部からの支援チームの到着や搬送機能の回復まで地域に残存する医療資源で耐えうる体制を

つくる。【住民課】 

・DMAT 等の養成や、地域の医師を対象とした災害医療研修、様々な訓練等を実施し、医療救護

活動を担う人材の育成を推進する。【住民課】 

・孤立地域に医療従事者を搬送する仕組みの構築や DMAT 等の活動拠点、航空搬送拠点の機能維

持などにより、地域の医療活動をバックアップする体制整備を推進する。【住民課】 

（２）「医療資源が不足する」ことを回避するための推進方針 

・災害時医療救護計画に基づき、被害想定や平時における地域の医療資源（ひと・もの）を踏まえ

た災害時の医療救護体制を整備する（医療救護活動を担う人材の確保やコーディネート人材の育

成、医療資機材や医薬品等の確保・備蓄）。【住民課】 

・地域の医療救護活動を支援するため、医療従事者の搬送計画の策定を推進する。【住民課】 

・県外からの応急救助機関、医療救護チームや支援物資等を円滑に受け入れ、被災地支援を速やか

に行うため、防災拠点等やSCU に必要な資機材整備を推進する。（再掲）【住民課】 

・人工透析施設の災害時業務計画の作成支援及び、災害時の広域搬送に向けた具体的な運用方法の

策定を推進する。【住民課】 

【主要な施策・事業】 

・拠点避難所の機能強化 

・避難所運営マニュアルの作成・更新、マニュアルに基づく訓練 

・「災害時における福祉避難所の設置及び管理運営に関する協定」の締結・更新 

・福祉避難所設置・運営マニュアルの作成・更新と訓練の実施 

・事前登録による人材確保（介護等） 

・保健活動マニュアルに基づく心のケアの体制づくり 

・災害医療救護計画の作成・更新 

・各病院によるＢＣＰ作成の要請 

・必要な資機材・薬剤の備蓄    

・医療救護所の開設に関する周知 

・医療、福祉施設における救護訓練   

・地域に在住する医療関係者のネットワークづくり 

・医療救護所の開設に必要となる資機材の保管 
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目 標 ②救助・救急活動等の迅速な実施 

リスクシナリオ 2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生する事態 

【推進方針】 

（１）「衛生環境が悪化する」ことを回避するための推進方針 

・災害時のトイレ不足に対応するため、仮設トイレの確保及び収集・処理体制の整備を推進する。 

・円滑な遺体対応のための検視や火葬の体制の整備を進める。また、死者、行方不明者の公表基準

や手順を定める。【住民課】 

・汚水処理機能が停止するリスクの軽減と、汚水処理機能を将来にわたって効率的に維持するため、

汚水処理施設の耐震化や老朽化対策等を推進する。また、ＢＣＰに基づく応急復旧体制の構築と

訓練による実効性の向上を推進する。【産業建設課】 

・火葬場やごみ焼却場などの衛生環境の保全のために必要な施設については、非常用電源、燃料な

どの資機材の確保を推進する。また、住環境整備事業等を活用して、施設の耐震化も推進する。

【住民課】 

【主要な施策・事業】 

・被災者の健康支援体制の構築 

・感染予防に対する一人ひとりの意識の向上にむけた啓発活動 

 

目 標 ②救助・救急活動等の迅速な実施 

リスクシナリオ 2-6 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態

が悪化する事態 

【推進方針】 

（１）「避難所を供与できない」ことを回避するための推進方針 

・避難所不足の解消に向けて、学校の教室利用や民間施設の利用を推進する。また、地域集会所に

住環境整備事業等を活用して耐震化するなど、避難所の確保を推進する。 

・福祉避難所不足の解消に向けて、福祉避難所の確保を進めつつ、一般の避難所における要配慮者

対応体制の整備を進める。【住民課】 

・避難所の速やかな開設や円滑な運営を行うため、避難所運営マニュアルの作成や避難所運営訓練、

訓練を通じたマニュアルのバージョンアップ、資機材整備（簡易トイレ、パーテーション、ガス

コンロ等）により地域が主体となって避難所を運営する体制の整備を推進する。 

・発災後一定期間は、避難所で生活することが想定されるため、避難所の環境整備を推進する。 

・避難所が不足する場合に備えて、地域毎の避難者数を踏まえた広域避難体制の構築を推進する。

【総務課】 

・被災者とペットが共に避難できる避難所の確保やペットの保護体制の整備を推進する。 
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（２）「災害時に避難所となる学校施設が機能しない」ことを回避するための推進方針 

・体育館や校舎は、災害時に避難所となることから、老朽化したトイレを改修し、防災機能強化（バ

リアフリー化を含む）を進める。【教育委員会】 

・児童や生徒、乳幼児が被災することを防ぐため、学校等の非構造部材（天井材、照明など）の耐

震対策や窓ガラス飛散防止対策等の室内の安全対策を着実に推進する（再掲）。【教育委員会】 

（３）「避難所で感染症が集団発生する」ことを回避するための推進方針 

・避難所における感染症の集団発生を防止するため、各施設で感染症予防対策を盛り込んだ避難所

運営マニュアルを策定し、ＨＵＧ訓練等で実効性の向上を推進する。【総務課・住民課】 

・保健衛生活動体制の整備を推進するため、研修会の開催や市町村のマニュアル策定や改定を推進

する。【住民課】 

（４）「災害関連死が発生する」ことを回避するための推進方針 

・災害関連死を防ぐため、避難所生活における保健衛生活動や心のケアを確実に実施できる体制整

備を推進する。【住民課】 

・防災拠点等の施設の被災を軽減するため、施設や非構造部材の耐震化、建て替え、設備等を含め

た老朽化対策を推進する。（再掲） 

・大規模災害時の精神保健医療の需要拡大に対応するため、他県からのＤＰＡＴの円滑な受入体制

を整備する。【住民課】 

・被災した要配慮者の避難生活や治療の継続を支援するための仕組みづくりを推進する。【住民課】 

（５）「避難生活が長期化する」ことを回避するための推進方針 

・避難所生活の長期化を防ぐため応急仮設住宅の建設用地や災害廃棄物仮置場を確保する対策を推

進する。 

・避難所生活の長期化を防ぐため、住環境整備事業等を活用し、応急仮設住宅や災害公営住宅等、

被災者の住まいを速やかに確保する対策を推進する。 

・応急仮設住宅の建築資材・作業員が不足することを回避するため、業界団体や他自治体等と連携

した体制を構築する。 

（６）「地震発生直後に近隣住民による共助ができない」ことを回避するための推進方針 

・防災に強い地域づくりを図るため、防災人材の育成や自主防災組織などの活性化を推進する。【総

務課】 

・共助の取組の活性化を図るため、自主防災組織の活動内容の充実や新たなリーダーの育成を推進

する。【総務課】 

・被災者が、避難所において安全な避難生活を過ごすことができるように、避難所運営のためのマ

ニュアル作成とともに、住民を巻き込んだ実践的な訓練の実施を推進する。 
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【主要な施策・事業】 

・学校施設環境改善交付金事業 

・感染症対策の実施に向けた体制強化  

・防疫活動の実施に向けた体制強化 

・応急期機能配置計画の作成・更新 

・災害時廃棄物処理計画の作成・更新 

 

目 標 ③行政機能の確保 

リスクシナリオ 3-1 行政機関の職員・施設等の被災による機能が大幅に低下する事態 

【推進方針】 

（１）「施設が被災し行政機能を喪失する」ことを回避するための推進方針 

・行政機能が喪失するリスクを軽減するため、庁舎の耐震改修や建て替え等の耐震化、津波浸水予

測区域外への移転、非常用電源の高層階設置などの対策を住環境整備事業等を活用して推進す

る。また、資機材の整備や食料等の確保も着実に推進する。（再掲） 

・来庁者や職員の安全確保と防災拠点となる庁舎を確保するため、必要抜応じて高台への移転等を

推進する。(再掲）【総務課】 

・南海トラフ地震の発生時に迅速・的確な応急救助活動を実施するために既存の防災行政無線シス

テムを含めた様々な情報伝達・収集手段の多重化（再整備）を推進する。【総務課】 

・応急活動時における車両や発電機の燃料を確保するため、燃料の備蓄を推進する。【総務課】 

（２）「職員が参集できない」ことを回避するための推進方針 

・職員やその家族が被災し、参集人員が減少することを防ぐため、住環境整備事業等を活用して、

建築物の耐震化や室内の安全対策を着実に推進する。【総務課】 

（３）「行政機関が迅速に災害対応できない」ことを回避するための推進方針 

・大規模災害時の即応体制の確保のために、被災後の職員の動員体制の整備を推進する。【関係部

局】 

・応急対策業務を円滑に実施するため、各所属で具体的な対応マニュアル等の策定を推進する。 

【関係部局】 

・危機管理対応の従事する職員の人材育成は、階層別の職員研修や災害対策本部訓練等が行われて

いるが、一層の危機管理能力の向上を推進する。【総務課】 

・職員の危機管理能力の向上を図るため、研修や訓練の内容を充実させる。【総務課】 

・地震発生後の災害対応業務を防災関係機関と連携して行うため、災害対策本部体制の更なる強化

を推進する。【全部局】 

・災害時においても応急活動業務を確実に実施するために、業務継続計画の実効性の向上を推進す
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る。【総務課】 

・応急活動の実効性を高めるため、外部からの応援職員の受入体制の整備が必要である。また、訓

練等による検証と見直しを行い受援態勢の強化も推進する。【関係部局】 

・訓練の実施により業務継続計画の内容を見直し、実効性を高めていく。また、訓練等において明

らかとなった課題解決に向けた対策を進める。（再掲）【総務課】 

・住民の安否や要救助者の情報を速やかに把握し、関係機関が共有できる体制の構築を推進する。 

【主要な施策・事業】 

・関係機関連絡協議会による災害時における情報共有、住民への伝達手段の確認 

・災害時における治安悪化によって生じる事態に関する啓発 

・BCP の見直し  

・災害時職員初動マニュアルの更新 

・災害時職員参集訓練の実施 

・災害対策本部訓練（ＢＣＰ、初動マニュアルに基づく訓練）の実施 

・協定締結による関係団体との連携強化 

・新規採用職員等研修事業（災害対応編）  

 

目 標 ④情報・通信機能・情報サービスの確保 

リスクシナリオ 4-1 防災関係機関が情報通信の長期停止により災害情報が伝達できない事

態 

【推進方針】 

（１）「情報通信の長期停止により災害情報が伝達できない」ことを回避するための推進方針 

・南海トラフ地震の発生時に迅速・的確な応急救助活動を実施するために既存の防災行政無線シス

テムを含めた様々な情報伝達・収集手段の多重化を推進する。（再掲）【総務課】 

・効率的にライフライン（電気、通信）の復旧作業を行うためには、病院や災害対策本部を設置す

る施設などの重要施設の事前情報と、各関係機関からリアルタイムで提供される道路啓開やライ

フラインの機能障害などの情報を一元化して集約する必要があるため、これらの情報を一元管理

できるマップを作成する。 

【主要な施策・事業】 

・ラジオの難視聴地域の解消要望 

・次世代情報通信機器の検討 

・戸別受信機の使用方法の周知 

・町からの防災情報等、可視化の検討 
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目 標 ④情報・通信機能・情報サービスの確保 

リスクシナリオ 4-2 災害時に活用する情報サービスの機能停止による避難行動の遅れ等で

多数の死傷者が発生する事態 

【推進方針】 

（１）「地震情報や避難指示が伝わらない」ことを回避するための推進方針 

・津波からの避難行動が迅速に行えるよう、早期のＮ-net（海底地震津波観測網）の構築を国に提

言していく。 

・観光客や通行者などの地理不案内者が確実に避難できるよう、避難場所情報の提供方法を検討し、

それに基づく対策を推進する。 

・住民に避難指示などの情報を確実に伝達するため、ケーブルテレビの光化や戸別受信機の設置な

ど情報伝達手段の多様化を推進する。【総務課】 

【主要な施策・事業】 

・各種マニュアルの作成・更新 

・防災アプリの開発、機能の維持・更新 

 

目 標 ⑤経済活動の機能不全を回避 

リスクシナリオ 5-1 事業活動が再開できないことによる雇用状況の悪化や経済が停滞する

事態 

【推進方針】 

（１）「事業活動が再開できないことにより雇用状況の悪化や経済が停滞する」ことを回避するた

めの推進方針 

・事業活動を早期に再開させるため、ＢＣＰ策定の取組の強化を図るとともに、実効性の向上を推

進する。また、地域と一体となった訓練の実施など、揺れ・津波から身を守る対策を推進する。

【関係部局】 

・災害に強い産業基盤づくりを進めるため、津波で浸水しない工業団地開発などの対策を着実に推

進する。 

・従業員の被災は、事業活動の再開に大きく影響するため、住環境整備事業等を活用して事業所の

耐震化を推進する。 

・事業活動の再開には、交通、物流、ライフライン（水道、電気、ガス、通信）の復旧が重要な要

素であるため、各事業者の復旧計画や、道路啓開や事業者の復旧作業に必要な資機材置場の確保

を推進する。 

・県内防災関連製品・技術の普及拡大による防災力・減災力の向上及び経済の活性化を図るため、

防災関係の製品、技術の地産地消・地産外商、産業育成を推進する。 
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【主要な施策・事業】 

・民間事業者のＢＣＰ作成支援   

・危険物施設の耐災害性の向上に向けた啓発 

・地産防災製品、地産地消・地産外商、産業の検討 

 

目 標 ⑤経済活動の機能不全を回避 

リスクシナリオ 5-2 基幹的交通ネットワーク（国道・県道等）の機能が停止する事態 

【推進方針】 

（１）「基幹的交通ネットワーク（高速道路、港湾等）が機能停止する」ことを回避するための推

進方針 

・災害時の物流や救急搬送等の要となる四国８の字ネットワークのミッシングリンクの早期解消や

国道、県道、町道の着実な整備を推進する。 

・大規模災害発生時においても陸、海の輸送ルートを確保するため、橋梁の耐震補強や土砂災害対

策、港湾・漁港における岸壁や防波堤等の耐震・耐津波強化や台風等による波浪対策を進めてお

り、引き続きこれらの防災対策とともに、施設の長寿命化についても着実に推進する。【産業建設

課】 

・被災後の円滑な交通ネットワークの復旧を図るため、関係機関が連携した体制の構築や資機材の

確保を進める。 

・被災後の円滑な交通ネットワークの復旧を図るため、港湾や漁港におけるＢＣＰに基づいた訓練・

検証・計画の見直しによる実効性の向上を推進する。【産業建設課】 

・早期の港湾や漁港啓開のため、啓開作業船の早期導入に活用出来る作業船のための位置・回航情

報システムの活用に向けた関係機関との運用調整を推進する。【産業建設課】 

・道路啓開において重要な役割を担う建設業が、事業を継続できる体制づくりを推進する。 

・河川や漁港、港湾、海岸における津波や豪雨、台風等による漂流物がもたらす被害を軽減するた

めの対策を推進する。【産業建設課】 

・交通運輸事業者における地震発生時の被害を最小限にとどめ、早期の事業活動が再開できるよう、

BCP 策定を推進する。 

・交通ネットワークの安全性を確保するため、住宅の耐震化やブロック塀等の安全対策、老朽住宅

の除却、沿道建築物の耐震化等に住環境整備事業等を活用して着実に推進する。 

【主要な施策・事業】 

・各種交通施設の耐震化や整備等の防災対策を推進 

・代替ルートの検討 
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目 標 ⑤経済活動の機能不全を回避 

リスクシナリオ 5-3 金融サービス等の機能停止による町民生活への甚大な影響が発生する

事態 

【推進方針】 

（１）「金融サービス等の機能停止により県民生活への甚大な影響が生じる」ことを回避するため

の推進方針 

・地震後の現金供給機能が維持されるよう、金融機関と連携して取り組む。 

【主要な施策・事業】 

・町税減免制度の検討 

・災害時における金融機関との連携の検討 

 

目 標 ⑤経済活動の機能不全を回避 

リスクシナリオ 5-4 食料等の安定供給が停滞する事態 

【推進方針】 

（１）「生産基盤等が致命的な被害を受け、食料等を生産できない」ことを回避するための推進方

針 

・被災後も農業の生産基盤となる農地、農業水利施設及び農道等を、円滑な生産活動に活用するこ

とができるよう、基盤整備や長寿命化等の対策を推進する。 

・早期に生産・流通活動を再開するため、農業・林業・水産業の業界団体による事業継続体制の整

備を推進する。 

・農作物等を鳥獣被害から守るために防護柵の整備などの対策を推進する。 

【主要な施策・事業】 

・基盤整備事業  

・耕作放棄地解消を含む情報管理 

・養殖事業の検討 

・漁協との連携検討 

 

目 標 ⑥ライフラインの確保 

リスクシナリオ 6-1 電気、石油、ガスの供給機能が停止する事態 

【推進方針】 

（１）「電気、石油、ガスの供給機能が停止する」ことを回避するための推進方針 

・ライフライン（水道、電気、ガス、通信）を早期に復旧するためには、事業者の対応拠点や燃料

等の資源の確保が課題となっており、これらの対応策についてライフライン事業者と地方自治体
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で連携した取組を進める。（再掲） 

・道路啓開計画に位置付けられた重要施設（病院や災害対策本部を設置する施設など）までのルー

トの啓開を早期に完了できるよう、訓練を積み重ね実効性を高めていく。 

・停電時においても応急活動に必要な燃料を確保するため、災害対応型 SS の整備を推進する。 

・ＬＰガスを供給できるように、電力が喪失しても稼働できる設備を兼ね備えているＬＰガス中核

充填所において、防災拠点や避難所等へのＬＰガスの供給を想定した訓練を実施する。 

・車両への燃料備蓄として、燃料残量が半分になる前のこまめな満タン給油を、官民協働による県

民運動として推進する。（再掲）【総務課】  

・応急対策や復旧・復興対策を円滑に進めるため、避難所や応急救助機関の活動拠点などの発災時

に必要な機能を確保できるように対策を推進する。【総務課】 

【主要な施策・事業】 

・エネルギー供給事業者との協定締結 

・供給事業者との合同訓練の実施   

・災害対応型給油所整備事業 

・エネルギー供給の多様化 

 

目 標 ⑥ライフラインの確保 

リスクシナリオ 6-2 上水道、汚水処理施設等の供給が長期間にわたり停止する事態 

【推進方針】 

（１）「上水道等が長期間にわたり供給停止する」ことを回避するための推進方針 

・飲料水や生活用水の確保のため、水源としてため池を活用する計画策定や工業用水の活用を推進

する。 

・飲料水や生活用水の確保のために、水道施設等や管路の耐震化、老朽化対策を着実に推進すると

ともに、応急給水活動を速やかに実施できる体制や水供給の早期復旧体制の整備を推進する。【産

業建設課】 

・ライフライン（水道、電気、ガス、通信）を早期に復旧するためには、各事業者の復旧計画や、

道路啓開や重要施設の復旧情報の可視化、事業者の復旧作業に必要な資機材置場の確保を推進す

る。 

・孤立状態が長期に及ぶ場合に、命をつなぐことができるように飲料水の確保のため浄水装置の整

備等や食料の備蓄、燃料の確保対策を推進する。（再掲） 

・工業用水道施設の耐震化、老朽化対策を推進し、ＢＣＰに基づく応急復旧体制の構築と訓練によ

る実効性の向上を推進する。 
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（２）「汚水処理施設等が長期間にわたり機能停止する」ことを回避するための推進方針 

・汚水処理施設の応急復旧体制の構築と訓練による実効性の向上を進める。また、汚水処理機能が

停止するリスクの軽減と、汚水処理機能を将来にわたって効率的に維持するため、汚水処理施設

の耐震化や老朽化対策等を推進する。【産業建設課】 

【主要な施策・事業】 

・老朽管路更新事業  

・基幹施設耐震診断・設計・補強 

・水道の復旧に従事する民間事業者との協定締結  

・応急給水の実施に向けた関係機関との連携強化 

・浄水器等の設置検討 

・農業集落排水事業のＢＣＰの作成・更新 

・汚水処理機能強化の推進 

・災害に強い合併浄化槽の整備 

・下水処理施設等の機能保全 

・ストックマネジメント計画により処理場・MHP 施設の計画的に点検・修繕・更新を実施 

 

目 標 ⑥ライフラインの確保 

リスクシナリオ 6-3 地域交通ネットワークが分断する事態 

【推進方針】 

「地域交通ネットワークが分断する」ことを回避するための推進方針 

・災害発生時に、道路ネットワークを確保するためには、道路の被災そのものを低減するため、引

き続き、橋梁の耐震対策や道路法面の防災対策を着実に推進する。【産業建設課】 

・緊急輸送道路の通行を確保するため、沿道にある建築物の耐震化に住環境整備事業等を活用して

推進する。（再掲） 

・防災拠点へ至るルートの啓開を早期完了することができるよう、道路啓開計画の適宜見直しや、

啓開情報を速やかに関係機関と共有するためのシステムの構築を推進する。（再掲） 

・交通運輸事業者における地震発生時の被害を最小限にとどめ、早期の事業活動が再開できるよう

にするための対策を推進する。 

・交通ネットワークの安全性を確保するため、住宅の耐震化やブロック塀等の安全対策、老朽住宅

の除却、沿道建築物の耐震化等に住環境整備事業等を活用して着実に推進する。（再掲） 

【主要な施策・事業】 

・運行事業者のＢＣＰ作成促進 
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目 標 ⑦二次災害の抑制 

リスクシナリオ 7-1 地震火災、浸水火災による市街地の延焼が拡大する事態 

【推進方針】 

（１）「地震火災、津波火災により市街地の延焼が拡大する」ことを回避するための推進方針 

・住環境整備事業等を活用して、住宅・建築物の防火性能等の安全確保を推進する。 

・津波火災対策として、漂着物、漂流物、漂流油への具体的な消火方法、漂着物が出火した場合の

避難誘導方法について検討する。 

・津波火災を引き起こす要因の一つである、農業用、漁業用屋外燃油タンク等からの燃料流出を防

ぐため、関係機関と連携して屋外燃油タンク対策を着実に推進する。 

・出火を防止するため、感震ブレーカーの普及や感震ブレーカーが設置できない場合には避難する

ときにブレーカーを落とす啓発を推進する。【総務課】 

・密集市街地において、土地区画整理事業を推進することで、地震時等における家屋の倒壊や火災

発生時の延焼被害を抑制するとともに、避難、消火活動においても利活用する区画道路の整備を

推進する。 

・延焼を防止するため、重点推進地区において街頭消火器・防火水槽の整備を推進する。【総務課】 

・消火活動で重要な役割を担う消防団員体制は、条例定数を満たしていない状況であるため、定数

の確保に向けた取組を推進する。【総務課】 

【主要な施策・事業】 

・火事の発生抑制に向けた啓発 

・住宅防火診断の実施（独居及び高齢者世帯の訪問診断） 

・感震ブレーカーの普及に向けた啓発 

・避難時において可能な範囲でガスの元栓を閉める、ブレーカーを遮断する行動等の啓発活動 

・園芸ハウス用重油タンクの重油流出防止に係る二次災害防止対策 

・消火器設置の補助事業の検討 

・住宅用火災警報器の設置促進  

・消防車両更新・維持管理業務 

・消火栓、防火水槽の維持管理業務  

・消防団演習、訓練等実施事業  

・消防装備強化事業 
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目 標 ⑧迅速な復旧・復興 

リスクシナリオ 8-2 災害廃棄物の処理の停滞により、復旧・復興が大幅に遅れる事態 

【推進方針】 

「災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる」ことを回避するための推進方針 

・膨大な発生量が予測される災害廃棄物を迅速かつ適切に処理するために、災害廃棄物処理計画に

ついて見直しによるバージョンアップや不足する仮置場の用地確保を推進する。【住民課】 

・災害時においても確実にゴミ処理を行うため、焼却施設やし尿処理施設における非常用電源や燃

料の確保、ＢＣＰ策定を進める。また、住環境整備事業等を活用して、施設の耐震化を推進する。 

目 標 ⑦二次災害の抑制 

リスクシナリオ 7-2 ため池等の損壊・機能不全及び周辺河川の増水等による二次災害が発生

する事態 

【推進方針】 

（１）「ため池等の損壊・機能不全により二次災害が発生する」ことを回避するための推進方針 

・耐震性を有していないため池等については、耐震化を着実に推進する。【産業建設課】 

・洪水処理能力等が不足しているため池等については、豪雨対策を着実に推進する。【産業建設課】 

【主要な施策・事業】 

・ため池の補強 

目 標 ⑧迅速な復旧・復興 

リスクシナリオ 8-1 復興指針や土地利用方針が決まらず復興が大幅に遅れる事態 

【推進方針】 

（１）「土地利用方針や復興方針が決まらず復旧･復興が大幅に遅れる」ことを回避するための推進

方針 

・被災したとしても速やかに復興に取り組めるようにするため、復興グランドデザインの検討や都

市復興のための事前準備、復興組織体制、復興方針の事前検討を推進する。 

（２）「復興工事が進まず復旧・復興が遅れる」ことを回避するための推進方針 

・応急復旧工事を速やかに実施するため、事業の継続や資機材の確保、重機の確保、技術者・職人

等の確保ができるように建設業のＢＣＰ策定を推進する。 

・復興に伴う工事等から反社会的勢力を排除することにより、健全な復興事業を推進する。 

【主要な施策・事業】 
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・迅速な災害からの復興を図るため災害廃棄物処理を被災現場で実務的に担っていく人材の育成を

推進する。 

・迅速な損壊家屋等の解体撤去に向けた、関係団体との協力協定の締結と実効性の向上を推進する。 

【主要な施策・事業】 

・災害廃棄物処理計画の作成・更新 

・災害廃棄物の受入・処理等に関する民間事業者との協定 

 

目 標 ⑧迅速な復旧・復興 

リスクシナリオ 8-3 生活環境が整わないことにより生活を再建することができない事態 

【推進方針】 

「生活環境が整わないことにより生活を再建することができない」ことを回避するための推進方針 

・地震・津波で土地の境界が不明確になることを防ぐため、地籍調査を推進する。（再掲）【産業建

設課】 

・被災者に対して速やかに応急仮設住宅を供給できるように、応急仮設住宅の建設用地の確保を推

進する。 

・住環境整備事業等を活用し、関係団体と連携し、応急仮設住宅や災害公営住宅等、被災者の住ま

いを速やかに確保する体制を整備する。 

・被災者に生活再建に関係する情報を速やかに提供できる体制の整備を推進する。 

・被災者の生活を支援するため、災害時におけるボランティア活動が円滑に行われるように体制づ

くりを推進する。 

・早期に教育環境などを復旧できるように、学校・保育所・幼稚園等において、学校再開計画の策

定や保育所・幼稚園等のＢＣＰ策定などの事前準備を推進する。 

・罹災証明書の発行をスムーズにするため、住家の被害認定調査を円滑に行えるよう住家被害認定

士の育成を推進する。 

・地域再生法に基づき、地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化及び生活環境の整備のた

めの基盤となる施設のうち、東洋町まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置づけたものの整備を

行う。 

【主要な施策・事業】 

・建設事業者の所有する重機や資機材、人材の把握 

・建設事業者のBCP 作成支援 

・技術職員ＯＢの名簿作成・更新  

・ボランティアセンター運営訓練 

・東洋町自主防災組織リーダー育成事業 

・地籍調査データの更新 
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目 標 ⑧迅速な復旧・復興 

リスクシナリオ 8-4 文化財等が損失する事態 

【推進方針】 

「かけがえのない文化財や文化財建築物が災害により損壊する」ことを回避するための推進方針 

・かけがえのない文化財や文化財建造物を災害から守り、次の時代に受け継いでいくため、文化財

建造物の耐震対策、文化財所有者への防災意識の啓発、浸水区域にある文化財所有者への寄託要

請等を推進する。 

【主要な施策・事業】 
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第５章 施策の重点化 

5-1 施策の重点化 

大規模な被害が発生する自然災害としては、南海トラフ地震があげられ、建物倒壊を起因とする人

的被害が多くなっています。また、地震の揺れによる急傾斜地の崩壊の発生や地震火災等においても

人的被害の発生が懸念されます。 

この「犠牲者の発生“０”」の実現には、災害対応を“自分事”として考え、住民一人ひとりの防災

意識を高めていくことが不可欠であり、ハード整備と合わせてソフト施策も重要となります。 

以上より、本町の施策の重点化は以下の通りとし、高知県の計画と連携を図るとともに、人命の保

護を最優先とした上で、強靭化に資する緊急性や効果の大きさを踏まえ、リスクシナリオの中から◎

を重点化項目として設定します。 

事前に備え

るべき目標 
起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

重点

化項

目 

①人命の保

護 

1-1 建物倒壊等による多数の死傷者、自力脱出困難者の発生する事態 ◎ 

1-2 大規模津波による多数の死者・行方不明者の発生する事態 ◎ 

1-3 長期的な町中心部の浸水が発生する事態 ◎ 

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者が発生する事態 ◎ 

②救助・救

急活動等

の迅速な

実施 

2-1 食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止する事態 
 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生する事態 
 

2-3 
警察・消防等の被災による救助･救急活動等の資源が絶対的に不足す

る事態 

 

2-4 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネル

ギー供給の途絶による医療機能が麻痺する事態 

 

2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生する事態 
 

2-6 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康

状態が悪化する事態 

 

③行政機能

の確保 
3-1 行政機関の職員・施設等の被災による機能が大幅に低下する事態 
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事前に備え

るべき目標 
起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

重点

化項

目 

④情報・通

信機能・

情報サー

ビスの確

保 

4-1 
防災関係機関が情報通信の長期停止により災害情報が伝達できない

事態 

 

⑤経済活動

の機能不

全を回避 

5-1 
事業活動が再開できないことによる雇用状況の悪化や経済が停滞す

る事態 

 

5-2 基幹的交通ネットワーク（国道・県道等）の機能停止 
◎ 

5-3 
金融サービス等の機能停止による町民生活への甚大な影響が発生す

る事態 

 

5-4 食料等の安定供給が停滞する事態 
 

⑥ライフラ

インの確

保 

6-1 電気、石油、ガスの供給が停止する事態 
 

6-2 上水道、汚水処理施設等の供給が長期間にわたり停止する事態 
 

6-3 地域交通ネットワークが分断する事態 
 

⑦二次災害

の抑制 

7-1 地震火災、浸水火災による市街地の延焼が拡大する事態 ◎ 

7-2 
ため池等の損壊・機能不全及び周辺河川の増水等による二次災害が

発生する事態 

 

⑧迅速な復

旧・復興 

8-1 復興指針や土地利用方針が決まらず復興が大幅に遅れる事態 
 

8-2 災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 
 

8-3 生活環境が整わないことにより生活を再建することができない事態 
 

8-4 文化財等が損失する事態 
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第６章 計画の推進 

6-1 推進体制 

強靭化の実現には、本町の全職員をはじめ、国や県、防災関係機関、自主防災組織や消防団、民間

事業者、教育機関、住民の一人ひとりが役割を担うという認識のもと、適切な「自助」、「共助」及び

「公助」の役割分担のもとで、計画の推進を図る必要があります。 

なお、地域防災力の向上には、“共助”の役割が重要であり、町と関係機関の連携を高めながら効果

的な施策の推進に努めます。 

 

6-2 計画の進捗管理 

本計画に基づく施策・事業の確実な推進に向け、各施策・事業の適切な進捗管理が重要になります。

強靭化施策を確実に推進するため、推進事業（アクションプラン）における各事業の達成度や進捗状

況を分析・評価し、必要に応じて計画の見直しを行う PDCA サイクルを繰り返し実施していくこと

とします。 
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